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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (百万円) 406,373 362,312 323,799 302,339 294,710

経常利益 (百万円) 18,239 23,252 27,161 27,612 23,770

当期純利益 (百万円) 12,393 12,809 7,864 13,298 12,870

包括利益 (百万円) ― ― ― 13,313 12,933

純資産額 (百万円) 139,371 148,502 152,462 161,787 170,737

総資産額 (百万円) 200,024 200,798 200,228 222,029 226,338

１株当たり純資産額 (円) 1,047.461,115.951,145.631,215.641,282.89

１株当たり
当期純利益金額

(円) 93.21 96.34 59.15 100.02 96.80

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.6 73.9 76.1 72.8 75.4

自己資本利益率 (％) 9.1 8.9 5.2 8.5 7.7

株価収益率 (倍) 19.3 18.5 34.4 20.8 23.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 17,855 22,919 20,075 41,152 20,464

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △15,674 △3,964 △3,337 △7,215 △5,488

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,389 △8,589 △3,922 △4,757 △4,967

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 9,782 20,148 32,953 62,130 72,148

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
4,478
(27,923)

3,801
(23,472)

3,419
(19,437)

3,128
(23,072)

2,775
(17,290)

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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３  直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高である「システムワイドセールス」は以下のとおりであります

(消費税等は含まれておりません)。なお、「システムワイドセールス」の金額は、第５[経理の状況]には記載

されておりません。
　

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

システムワイドセールス(百万円) 518,316 531,921 542,710 535,088 529,821

　

(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (百万円) 55,315 55,920 85,036 61,222 64,902

経常利益 (百万円) 1,659 1,248 25,768 8,773 13,689

当期純利益 (百万円) 2,409 708 24,083 8,721 13,382

資本金 (百万円) 24,113 24,113 24,113 24,113 24,113

発行済株式総数 (株) 132,960,000132,960,000132,960,000132,960,000132,960,000

純資産額 (百万円) 124,919 121,639 141,733 146,465 155,918

総資産額 (百万円) 138,178 128,958 148,994 155,815 164,490

１株当たり純資産額 (円) 939.53 914.86 1,065.991,101.581,172.68

１株当たり配当額(うち
１株当たり中間配当額)

(円)
30.00
(―)

30.00
(―)

30.00
(―)

30.00
(―)

30.00
(―)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 18.12 5.33 181.13 65.59 100.65

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 90.4 94.3 95.1 94.0 94.8

自己資本利益率 (％) 1.9 0.6 18.3 6.1 8.9

株価収益率 (倍) 99.3 334.0 11.2 31.7 22.7

配当性向 (％) 165.5 562.9 16.6 45.7 29.8

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
0
(0)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社(形式上の存続会社、昭和52年１月19日設立、本店所在地・東京都千代田区、平成11年３月30日に商号

を株式会社タキレックから日本マクドナルド株式会社に変更、１株の額面金額500円)は、旧日本マクドナル

ド株式会社(実質上の存続会社、昭和46年５月１日設立、本店所在地・東京都新宿区、無額面普通株式)の株

式の額面金額を変更するため、平成12年１月１日を合併期日として同社を吸収合併し、合併により本店を東

京都新宿区に移転し、同社の資産・負債及びその他一切の権利義務を引き継ぎましたが、合併前の当社は休

業状態にあり、合併後におきましては被合併会社の営業活動を全面的に継承しております。

従いまして、平成11年12月31日以前に関する事項は、特に記載のない限り、実質上の存続会社である旧日

本マクドナルド株式会社について記載しております。

また、当社は、平成14年７月１日をもって100％子会社「日本マクドナルド株式会社」を会社分割により

新設し、同社が当社のハンバーガーレストランの営業を承継いたしました。当社は商号を「日本マクドナル

ドホールディングス株式会社」と変更のうえ、持株会社として事業を行っております。

　

　

　
昭和46年５月 東京都港区に日本マクドナルド株式会社設立

６月 店舗運営を基本とする人材教育のため、ハンバーガー大学を開校する
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７月 日本での第１号店を東京都中央区にオープン(銀座店)

昭和47年７月 関西第１号店を京都市下京区にオープン(藤井大丸店)

昭和48年６月 中部地区第１号店を名古屋市中区にオープン(金山店)

12月 資本金を３億2,400万円に増資

昭和49年３月 東京都新宿区  新宿住友ビルに本社移転

昭和50年３月 四国地区第１号店を香川県高松市にオープン(高松店)

11月 九州地区第１号店を熊本県熊本市にオープン(熊本大洋店)

昭和51年２月 フランチャイズ契約第１号店が沖縄県浦添市にオープン(牧港店)

10月 中国地区第１号店を広島市中区にオープン(広島本通り店)

昭和52年10月本格的なドライブスルー方式を採用した第１号店を東京都杉並区にオープン(環八高

井戸店)

昭和53年８月 当社出資100％の新会社カリフォルニア・ファミリー・レストランツ・インクを設立

10月 マクドナルド全世界5,000号店を神奈川県藤沢市にオープン(江ノ島店)

12月 カリフォルニア・ファミリー・レストランツ・インクが米国カリフォルニア州サンタ

・クララ市に店舗をオープン

昭和54年５月 北海道第１号店を札幌市中央区にオープン(札幌ポールタウン店)

11月 社員フランチャイズ制度を発足させ第１号店を埼玉県東松山市にオープン(東松山丸

広店)

昭和55年８月 東北地区第１号店を宮城県仙台市にオープン(仙台一番町店)

昭和57年８月 日本マクドナルドの開発によるＰＯＳシステムを米国マクドナルドが採用

12月 国内における外食産業で売上高１位(直営・フランチャイズ店合計売上高702億円)に

なる(日経流通新聞  昭和58年４月28日掲載)

昭和59年５月 資本金を４億5,600万円に増資

昭和60年５月 資本金を５億8,800万円に増資

昭和61年５月 資本金を７億2,000万円に増資

昭和62年５月 資本金を８億5,200万円に増資

昭和63年５月 資本金を10億円に増資

平成７年３月 東京都新宿区  新宿アイランドタワーに本社移転

平成８年８月 ガソリンスタンドとの共同出店を埼玉県越谷市にオープン(千間台出光Ｓ・Ｓ店)

平成９年７月 マクドナルドミュージアム(博物館)オープン

平成11年４月 資本金を68億7,512万円に増資

６月 資本金を82億7,387万円に増資

平成12年１月 株式の額面金額変更のため、形式上の存続会社である日本マクドナルド株式会社(旧株

式会社タキレック、本店の所在地・東京都千代田区)と合併

12月 資本金を88億1,387万円に増資

平成13年７月 ＪＡＳＤＡＱ市場へ上場

　 資本金を241億1,387万円に増資
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平成14年２月 東京都新宿区に当社50％出資の株式会社エブリデイ・マックを設立

６月 東京都新宿区に当社50％出資の英国サンドイッチチェーン日本プレタ・マンジェ株式

会社を設立

７月 商号を「日本マクドナルドホールディングス株式会社」に変更後、会社分割により東

京都新宿区に100％子会社として「日本マクドナルド株式会社」を設立するとともに、

ハンバーガーレストランの営業を日本マクドナルド株式会社へ承継

９月 東京都千代田区日比谷にプレタ・マンジェ１号店をオープン(日比谷シティ店)

平成15年１月 株式会社エブリデイ・マックを100％子会社化

８月 マクドナルドミュージアム(博物館)閉館

平成16年11月日本プレタ・マンジェ株式会社清算完了

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成19年７月 東京都新宿区に当社70％出資のThe ＪＶ株式会社を設立  

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡ

Ｑ市場に上場

平成22年10月大阪証券取引所ヘラクレス市場、同取引所ＪＡＳＤＡＱ市場及び同取引所ＮＥＯ市場

統合に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)に上場　

平成23年10月カリフォルニア・ファミリー・レストランツ・インク清算
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３ 【事業の内容】

当社グループの事業はハンバーガーレストラン事業単一であるため、セグメント情報に関連付けた記載

を行っていません。

(当社の事業内容)

当社は、日本マクドナルド株式会社、株式会社エブリデイ・マック、The ＪＶ株式会社の持株会社として、

グループ企業の連結経営戦略の策定業務と実行業務及び不動産賃貸業務を主たる事業としております。

(関係会社の事業内容)

日本マクドナルド株式会社は、直営店方式による店舗運営とともにフランチャイズ方式による店舗展開

を通じハンバーガーレストラン事業を展開しております。同社は、米国マクドナルド・コーポレーションか

ら許諾されるライセンスに対するロイヤルティーを支払っております。日本国内においては、フランチャイ

ズ店舗を経営するフランチャイジーに対してノウハウ及び商標等のサブ・ライセンスを許諾し、フラン

チャイジーからロイヤルティーを収受しております。

株式会社エブリデイ・マックは当社の100％出資子会社であり、日本マクドナルド株式会社の店舗及び顧

客に対する各種サポートを行っております。

The ＪＶ株式会社(株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと共同出資、当社出資比率70％)は、日本マクドナ

ルド株式会社の会員向けプロモーション活動の企画及び運営を行っております。

当社とこれら関係会社との当連結会計年度末における資本関係及び取引関係の概要は、以下のとおりで

あります。

　

［事業系統図］

　
(注) ※１  連結子会社

　

EDINET提出書類

日本マクドナルドホールディングス株式会社(E03366)

有価証券報告書

 7/88



　

４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合(％)

関係内容 摘要

(その他の関係会社の親会社) 　 　 　 　 　 　

マクドナルド・コーポレー
ション

米国
イリノイ州

16.6百万
米ドル

ハンバーガーレスト
ランチェーン

(被所有)
(49.99)

役員の兼任あり (注)１ 

(その他の関係会社) 　 　 　 　 　 　
マクドナルド・レストランズ
・オブ・カナダ・リミティッ
ド

カナダ
オンタリオ州

4,663千
カナダドル

ハンバーガーレスト
ランチェーン

(被所有)
27.56

マクドナルド・
コーポレーション
の子会社

　

マクド・エー・ピー・エム・
イー・エー・ホールディング
ス　ピーティーイー・リミテッ
ド

シンガポール 1米ドル 持株会社
(被所有)
22.43

マクドナルド・
コーポレーション
の子会社

　

マクドナルド・エー・ピー・
エム・イー・エー・エルエル
シー

米国
デラウェア州

1千米ドル 持株会社
（被所有）
(22.43)

マクドナルド・
コーポレーション
の子会社
役員の兼任あり

(注)１

マクドナルド・レストラン・
オペレーションズ・インク

米国
デラウェア州

3千米ドル 持株会社
(被所有)
(49.99)

マクドナルド・
コーポレーション
の子会社
資金の借入

(注)１

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

日本マクドナルド株式会社 東京都新宿区 100百万円
ハンバーガーレスト
ラン事業

100.00

役員の兼任あり
貸付金等の投融資
店舗用固定資産等
の賃貸

(注)２・３

株式会社エブリデイ・マック 東京都港区 80百万円
ハンバーガーレスト
ラン事業

100.00役員の兼任あり 　

The ＪＶ株式会社 東京都新宿区 150百万円
ハンバーガーレスト
ラン事業

70.00 ― 　

(注) １  議決権の被所有割合の(  )内は間接所有割合で内数であります。

２  特定子会社に該当しております。

３  日本マクドナルド株式会社については、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 294,117百万円

 (2) 経常利益 22,979百万円

 (3) 当期純利益12,345百万円

 (4) 純資産額 14,897百万円

 (5) 総資産額 88,604百万円
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５ 【従業員の状況】

当社グループの事業はハンバーガーレストラン事業単一であるため、セグメント情報に関連付けた記載

を行っていません。

(1) 連結会社の状況

平成24年12月31日現在　　　　　

事業部門の名称 従業員数(人)

店舗部門 2,143 (17,253)

管理部門 632 (37)

合計 2,775 (17,290)

(注) １  従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。)であり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員)は(  )内に年間

の平均人員を外数で記載しております。

２  従業員数の中には、嘱託(３名)、出向・海外派遣社員(192名)、休職(70名)は含まれておりません。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年12月31日現在、従業員はおりません。

(注)  当社は持株会社であり、管理・経理事務処理業務等に関しては日本マクドナルド株式会社に委託しており

ます。

　

(3) 労働組合の状況

当社の連結子会社である日本マクドナルド株式会社においては労働組合が存在しております。なお、労

使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度（平成24年１月１日から平成24年12月31日まで）は、ＩＥＯマーケット（Informal

Eating Out:主に飲酒を目的とした業態及び給食施設を除いたマーケット）の縮小及び、ＨＭＲ(Home

Meal Replacement：家に持ち帰り食べる調理済み料理)へのシフトにより、当社グループにとって厳しい

ビジネス環境が続きました。

このような状況の中、当社グループは引き続きＱＳＣ（信頼の品質、スピーディーで心地よいサービ

ス、清潔で快適な環境）を強みとした商品戦略、郊外型の大型ドライブスルーの出店を中心とした店舗開

発戦略を実施いたしました。また、第４四半期以降は「長期的かつ収益性の高い成長へのフォーカス」及

び「店舗ポートフォリオの最適化」が、現在のビジネス環境における最大の機会点であると捉え、ディス

カウントプロモーション及び期間限定商品の最適化、過去に実績が証明されているメニューの投入など

を通じたマーケティング戦略を展開する一方、店舗ポートフォリオの改善を更に加速するため、110店舗

の戦略的閉店を実施することを平成24年11月１日の取締役会において決議いたしました。

　

 ＜商品戦略＞

　「Big Americaシリーズ」や、「てりたまバーガー」、「グラコロ」、「チキンタツタ」など定番の人気

商品に加え、新しくなった「プレミアムローストコーヒー」の無料サンプリングや、炭酸ドリンクALLサ

イズ100円キャンペーンを実施いたしました。また、「チキンクリスプ」や「レタス＆ペッパー バー

ガー」をはじめとした100円マック、120円マックメニューのリニューアル、バリューフォーマネーを追求

した500円バリューセットを展開し、厳しい環境下においても全店及び既存店客数が増加しました。

＜店舗開発戦略＞

　引き続き収益性の高い郊外型の大型ドライブスルー店舗を中心に新規出店を行いました。既存店につい

ても厨房のキャパシティを拡大し、全ての商品を高い品質でお客様に提供するための基盤作りを進めま

した。また、専任バリスタによる「本格派カフェコーヒー」を提供するコーナー“McCafe by Barista”

（マックカフェ バイ バリスタ）を併設した店舗を７月より順次オープンする一方、マックデリバリー

サービスの展開も順調に進めてまいりました。このようなブランドエクステンション戦略により、より集

客力が高い店舗の出店を加速いたしました。

＜フランチャイズ化戦略＞

　日本マクドナルドシステム全体の投資戦略に基づき、フランチャイジーのキャッシュ・フローの状況を

勘案した上で、適切なスピードで推進しました。また、投資計画に対する適切なコンサルティングを通じ

て、フランチャイジーのキャッシュ・フローの向上に努めました。

＜システムワイドセールス及び売上高＞

　システムワイドセールスは、ＩＥＯマーケットの縮小や第４四半期以降、短期的なディスカウントプロ

モーションを最適化する一方、長期的な視点で収益性の高いマーケティング施策に注力したこと等によ

り前年同期比で1.0％減少し、5,298億21百万円となりました。既存店売上高対前年同期比につきましても

3.3％の減少となりましたが、既存店客数対前年同期比は2.2％の増加となり、来期以降の継続的な成長の

ベースとなる顧客基盤を着実に構築してまいりました。

  売上高は、システムワイドセールスが減少した影響、及びフランチャイズ化の影響で、対前年同期比で

2.5％減少し、2,947億10百万円となりました。
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＜売上原価＞

　直営売上原価率は、材料費がディスカウントプロモーションの最適化により改善した一方で、客数が増

加している状況下においても常に良好なＱＳＣを維持するためのクルーへの投資や水道光熱費の増加等

により、1.9ポイント上昇いたしました。一方、フランチャイズ収入原価率は、フランチャイズ収入が増加

したことにより、1.0ポイント改善いたしました。

(売上原価の内訳)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 (百万円)

　 　 前連結会計年度 当連結会計年度 前年比

　 　 金額 原価率 金額 原価率 金額 原価率

直営売上原価 191,93084.6％185,86586.5％ △6,064 1.9％

　（内訳） 材料費 73,64932.5％ 68,12131.7％ △5,528△0.8％

　 労務費 64,94528.6％ 64,88130.2％ △64 1.6％

　 その他 53,33523.5％ 52,86324.6％ △471 1.1％

フランチャイズ収入原価 46,21461.8％ 48,16660.9％ 1,952△1.0％

その他売上原価 564 93.1％ 561 95.0％ △3 1.9％

売上原価合計 238,70979.0％234,59379.6％ △4,115 0.6％

＜販売費及び一般管理費＞

　昨年の震災直後に支出を自粛していたことにより、マーケティング投資が前年同期比で増加した一方、

一般管理費につきましては、人員配置の最適化や企業努力による経費削減等により、前年同期比17億１百

万円減少いたしました。

(販売費及び一般管理費の内訳)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　(百万円)

　 　 前連結会計年度 当連結会計年度 前年比

　 　 金額 売上高比 金額 売上高比 金額 売上高比

販売費及び一般管理費 35,44711.7％35,33612.0％ △110 0.3％
　（内訳） 広告宣伝費及

び販売促進費
12,5834.1％ 14,1754.8％ 1,591 0.7％

　 一般管理費 22,8637.6％ 21,1617.2％ △1,701△0.4％

＜経常利益＞

  これらの結果、経常利益は237億70百万円（前年同期比38億42百万円減少）となりました。なお、110店

舗の戦略閉店に伴う費用８億34百万円（特別損失を含めると合計12億16百万円）を計上いたしました。

＜当期純利益＞

　当期純利益は、経常利益が前年同期比38億42百万円減少した一方、昨年度特別損失に計上した資産除去

債務会計基準の適用に伴う影響額、災害による損失並びに災害損失引当金繰入額が対前年で42億63百万

円減少したことなどにより、128億70百万円（前年同期比４億27百万円減少）となりました。

　

(注) 既存店売上高とは、少なくとも13ヶ月以上開店している店舗を対象店舗として、その店舗の売上高を当年と前年

それぞれ合計して比較したものです。

(注) システムワイドセールスとは、直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高であり、連結損益計算書に記載され

ている売上高と一致しません。
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＜店舗数の推移＞

　

区分
前連結会計
年度末

新規出店 閉店
区分移行(注)

当連結会計
年度末

増加 減少

直営店舗数 1,269店 42店 △39店 8店 △175店 1,105店

フランチャイズ店舗数 2,029店 59店 △80店 175店 △8店 2,175店

合計店舗数 3,298店 101店 △119店 183店 △183店 3,280店

(注) 上記区分移行には、ＢＦＬエクササイズにより売却した店舗を含んでおりません。ＢＦＬエクササイズとは、ＢＦ

Ｌ契約(Business Facilities Lease契約; フランチャイジーが日本マクドナルド株式会社から店舗及び設備等

を賃借して店舗運営を行う契約形態)のフランチャイジーが、日本マクドナルド株式会社へ申請することにより、

同社の審査を経てコンベンショナル契約(フランチャイジーが店舗用設備を購入して店舗運営を行う契約形態)

へ移行することであります。

　

なお、当社グループの事業はハンバーガーレストラン事業単一であるため、セグメント情報に関連付け

た記載を行っていません。

　

(2) キャッシュ・フロー

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のとおりです。

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、前連結会計年度末に比べて

100億17百万円増加し、721億48百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動により得られた資金は204億64百万円（前年同期比206億87百万円減少)となりました。この主

な収入要因は、税金等調整前当期純利益が226億４百万円、減価償却費118億14百万円です。主な支出要因

は、法人税等の支払額145億10百万円です。

(投資活動によるキャッシュ・フロ－)

　投資活動の結果使用した資金は54億88百万円(前年同期比17億27百万円減少）となりました。この主な

支出要因は、新店開発による有形固定資産の取得による支出114億77百万円です。主な収入要因は、敷金及

び保証金の回収による収入41億81百万円です。

(財務活動によるキャッシュ・フロ－)

　財務活動の結果使用した資金は49億67百万円(前年同期比２億10百万円増加）となりました。これは、配

当金の支払額39億89百万円及びファイナンス・リース債務の返済による支出９億78百万円です。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの事業はハンバーガーレストラン事業単一であります。なお、当連結会計年度の販売実績を

サービスごとに示すと、以下のとおりであります。

　

　

当連結会計年度
(自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日)

販売高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

直営店売上高 214,968 72.9 △5.3

フランチャイズ収入 74,830 25.4 3.7

店舗運営事業の売却益 4,320 1.5 65.6

その他 590 0.2 △2.6

合計 294,710 100.0 △2.5

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２　上記の直営店売上高には、フランチャイズ店舗分は含まれておりません。

　　 ３　フランチャイズ収入の売上金額は、ロイヤルティー、賃貸料、広告宣伝費負担金収入等であります。

　

３ 【対処すべき課題】

当社グループは、食を提供する企業として「食の安全」の確保を最優先課題とし、お客様に安全な食事を

お召し上がりいただけるよう食品管理システムの正確な運用に取り組んでおります。また、業績の拡大と合

わせて社会貢献活動を積極的に取り組むべき重要な領域と位置づけ、持続可能な社会の発展を目指し、社会

貢献活動の拡大に努めております。

　

４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなものがありま

す。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成24年12月31日)現在において判断したも

のであります。

①　店舗の賃借物件への依存について

当社は、本社、事務所及び95％以上の店舗の土地建物を賃借しております。賃貸借期間は当社と賃貸人と

の合意により更新可能でありますが、賃貸人側の事情による賃貸借契約の不更新または期限前解約により、

業績が好調な店舗であっても閉店を余儀なくされることがあります。

また当社は、賃貸人に対して預託金を差し入れておりますが、契約終了時に一括で返還される敷金と、数

年から最長20年に亘る分割によって返還を受ける保証金(建設協力金)があります。当連結会計年度末の

「敷金及び保証金」残高は494億26百万円であります。敷金及び保証金のうち全部または一部が賃貸人に生

じた倒産その他の事由により回収できなくなるリスクがあります。

②　原材料の価格変動等によるリスクについて

日本マクドナルド株式会社が提供する商品の原材料である牛肉、ポテト等の価格は国際商品市況等の影

響を受けて変動しております。これら原材料の価格変動は当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。

③　為替変動リスクについて

日本マクドナルド株式会社が提供する商品の原材料及び貯蔵品の多くは海外から輸入されているため、

その価格は為替変動の影響を受けております。同社は、輸入代理店を経由した為替予約により、為替変動リ

スクを回避する努力を行っておりますが、適切かつ機動的な為替予約を必ず行えるという保証はなく、為替
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の変動が当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

④　天候、災害によるリスクについて

特に店舗が集中している地域で台風や地震等の自然災害が発生した場合は、店舗設備の損壊、社会インフ

ラ、物流の寸断、避難勧告等の理由により、店舗の休業や営業時間の短縮を余儀なくされる場合があります。

また、自然災害による影響が長期化し、さらには消費意欲の低下等が生じた場合、当社グループの財政状態

及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

⑤　法的規制について

日本マクドナルド株式会社の直営及びフランチャイジー店舗は、食品衛生法の規定に基づき、監督官庁か

ら飲食店営業許可、菓子製造許可及び乳類販売営業許可を取得しているのに加え、環境の保護に関して、容

器包装リサイクル法等、各種環境保全に関する法令の制限を受けております。これらの法的規制が強化され

た場合、それに対応するための新たな費用が増加すること等により、当社グループの経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。

⑥　食品の安全管理について

日本マクドナルド株式会社は、飲食店における衛生管理の重要性に鑑み、法定の食品衛生に加え、ＨＡＣ

ＣＰ(Hazard Analysis Critical Control Point、危害分析重要管理点方式(注))の手法に基づいた衛生管

理を行っております。また、食品衛生責任者の設置、害虫駆除の定期的実施、従業員の身だしなみチェックと

手洗いの励行に加え、厨房機器の定期的なメンテナンス、食品管理に関するマニュアルの整備と従業員教育

の実施等により、安全な商品をお客様に提供するための衛生管理を徹底しております。万一、異常が発生し

た場合には、異常申立者の救護治療、拡大防止のための迅速な措置を取る体制を整えているほか、賠償責任

保険への加入などの対策を講じております。

しかしながら、飲食店営業の特有の問題点といたしまして、集団食中毒等の衛生問題が発生した場合、当

社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

(注)　米国航空宇宙局(ＮＡＳＡ)の宇宙食の製造のために開発された衛生管理手法

⑦　食品に関する安全性について

ＢＳＥ(牛海綿状脳症)、鳥インフルエンザ等、社会全般に影響を与える衛生問題あるいは風評等が発生し

た場合、売上の減少、安全衛生の強化施策費の増加、関連設備投資、安全性に関するキャンペーン費用等によ

り、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

⑧　競合について

日本マクドナルド株式会社は、ハンバーガーを中心とするファストフード業界のみならず、コンビニエン

スストアや中食と言われる惣菜販売業者等との間において、競合状態にあります。当社グループは、主に飲

酒を主とした居酒屋・スナック及び給食施設を除いたマーケットをＩＥＯ(Informal Eating Out)市場と

設定して、日本マクドナルド株式会社の置かれた状況を分析し経営を行っておりますが、競合の激化が当社

グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

⑨　個人情報保護について

当社グループは、お客様の個人情報等を個人情報保護法の趣旨に沿った社内体制に基づき管理・運用し

ておりますが、万一漏洩があった場合には、顧客に重大な損失を与え、当社グループの社会的信用を失う可

能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 米国マクドナルドとのライセンス契約

ａ．契約日　平成10年８月26日

ｂ．契約先　マクドナルド・コーポレーション(米国マクドナルド)

ｃ．契約内容

当社は、昭和46年７月14日付で米国マクドナルドと契約を締結しており、当該契約が、米国マクドナルド

の有する商標、商号及びノウハウを当社が使用し、日本におけるマクドナルド・レストランの運営を行い、

また、日本におけるフランチャイザーとして当社がフランチャイズのサブ・ライセンスを行使する権利に

係るマスター・ライセンス契約として機能しております。同契約の期限は平成12年末であったため、平成13

年１月１日以降に係るライセンス契約を平成10年８月26日に締結いたしました。

なお、平成14年３月20日付の会社分割についての合意書により、日本マクドナルド株式会社を当社と同等

の権利義務を保有する契約当事者としております。

　契約の主な内容は次のとおりであります。

契約期間
自　平成13年１月１日
至　平成22年12月31日

自　平成23年１月１日
至　平成42年12月31日

支払ロイヤルティー システムワイドセールスの2.5％ システムワイドセールスの３％
　

(注) システムワイドセールスとは、直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高であります。

　

(2) 国内フランチャイジーとのフランチャイジー加盟契約

ａ．当事者(日本マクドナルド株式会社とフランチャイジー)の間で、取り結ぶ契約

(イ) 契約の名称

    フランチャイズ契約

(ロ) 契約の本旨

    日本マクドナルド株式会社の許諾によるマクドナルド・レストラン経営のためのフランチャイズ契

約

ｂ．加盟に際し、徴収する加盟金、保証金に関する事項

加盟金

5,000,000円

平成20年６月30日以降の新規契約(古い契約の契約満了により新たに契約を締結するものも含む、以下同

様)より、フランチャイズ契約の最長期間を10年から20年へ変更し、加盟に際し徴収する加盟金の金額を

2,500,000円から5,000,000円へ変更しております。(但し、店舗の形態により、加盟金2,500,000円、最長期間

10年間のフランチャイズ契約を一部採用しております。)

　また、平成18年４月30日以前の新規契約においては保証金2,000,000円を徴収しておりましたが、平成18年

５月１日以降は保証金を徴収しておりません。

なお、平成14年７月１日付の会社分割により、日本マクドナルド株式会社が同日をもってその権利義務の

すべてを当社から承継し、フランチャイジーとの契約当事者となっております。
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(3) 株式会社富士エコー及びAQロジスティクス株式会社との業務委託基本契約

＜旧契約＞

a. 契約先　株式会社富士エコー

b. 契約日　平成22年７月１日

c. 契約内容　日本マクドナルド株式会社が認定した規格・単価の商品を、株式会社富士エコーが日本マ

クドナルド株式会社の指定する製造元より購入し日本マクドナルド株式会社及びそのフランチャイジーへ

販売、配送することを取り決めております。

d. 業務委託終了日　平成24年11月１日

＜新契約＞　

a. 契約先　AQロジスティクス株式会社

b. 契約日　平成24年９月１日

c. 契約内容　日本マクドナルド株式会社が認定した規格・単価の商品を、AQロジスティクス株式会社が

日本マクドナルド株式会社の指定する製造元より購入し日本マクドナルド株式会社及びそのフランチャイ

ジーへの販売、配送することを取り決めております。

d.契約期間　

本契約においては契約期間の定めはありません。

　

上記のとおり、平成24年11月１日に株式会社富士エコーへの業務委託は終了し、AQロジスティクス株式会

社が日本マクドナルド株式会社の業務委託先となっております。ただし、株式会社富士エコーはAQロジス

ティクス株式会社からの委託により、引き続き一部の地域において配送業務を行っております。

　

６ 【研究開発活動】

特記すべき研究開発活動はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当連結会計年度中における経営成績の状況につきましては、第２[事業の状況]－１[業績等の概要]－(1)

業績をご参照ください。

(2) 財政状態の分析

当連結会計年度末の流動資産は915億90百万円となり、前期比102億83百万円の増加となりました。これ

は、営業活動による現金収入204億64百万円に対し投資活動による現金支出が54億88百万円であったこと等

により現金及び現金同等物が100億17百万円増加したことが主な要因です。

固定資産は1,347億47百万円となり、前期比59億74百万円の減少となりました。これは、ソフトウエアが減

価償却により31億56百万円減少したこと、敷金及び保証金が回収により26億92百万円減少したことが主な

要因です。

流動負債は439億46百万円となり、前期比51億17百万円の減少となりました。これは未払法人税等が21億

54百万円、買掛金が14億63百万円、未払費用が13億98百万円、賞与引当金が11億54百万円減少したことが主

な要因です。

固定負債は116億53百万円となり、前期比４億75百万円の増加となりました。
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(3) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度中における各キャッシュ・フローの状況につきましては、第２[事業の状況]－１[業績等

の概要]－(2)キャッシュ・フローをご参照ください。

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、第２[事業の状況]－４[事業等のリスク]をご参照

ください。

(5) 経営戦略の現状と見通し

平成25年12月期（平成25年１月１日から平成25年12月31日）についてもＩＥＯマーケットの状況は、予

断を許さず当社グループにとって大変厳しい事業環境が継続するものと予想しております。そのような中

で、当社グループは、以下の４つの成長戦略を長期的な視点をもって着実に推し進めてまいります。

店舗ポートフォリオの最適化については、110店舗の戦略的な閉店の実施に加え、収益性の高い郊外型の

大型ドライブスルー店舗を中心とした新店を100店舗出店することにより、１店舗あたりのセールスの増

加、収益性の高いセールスの獲得を行ってまいります。また、引き続き存在する成長性に限界のある店舗に

ついては、財務状況を勘案し、適切なタイミングで戦略的な閉店を検討いたします。

　フランチャイズビジネスの強化については、直営店舗の役割や最適な規模・地域を定義するとともに、フ

ランチャイズオーナーの財務体力等も慎重に勘案しながら、フランチャイズ店舗比率を高めてまいります。

また、今後の更なる成長のためには優秀なフランチャイズオーナーとのパイプラインが非常に重要である

ため、マクドナルド内外からのオーナーオペレーターの募集や育成を強化してまいります。

　マーケティング戦略については、ビッグマックなど、高いブランド力を持つ既存商品への投資を強化する

一方、期間限定商品の量と質を最適化し、売上と利益の成長を狙うとともに、より長期的な視点で積極的な

ブランドキャンペーンを行うこと等により、ビジネスのベースラインを築くための活動を推進してまいり

ます。ブレックファストについては、他国と比較しても機会点が非常に大きく、年間を通じて重点的かつ一

貫した投資を行います。また、バリュー戦略を引き続き強化し更なる客数増加を狙う一方で、サイドメ

ニュー等の強化により、客単価の上昇にも取り組んでまいります。

　ブランドエクステンションについては、引き続きマックデリバリーサービスやマックカフェ拡大により新

たなマーケットの開拓に努めます。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度中は、101店舗の新規出店、120店舗の既存店舗に対する改装等を中心に、以下の投資を行

いました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

　 店舗 本社管理部門 計

建物及び構築物 11,128 22 11,151

機械及び装置 2,306 7 2,313

工具、器具及び備品 1,405 16 1,422

ソフトウエア 0 701 701

敷金及び保証金 1,567 13 1,580

計 16,408 761 17,169

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

　

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

建物 構築物
工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

ソフト
ウエア

敷金及び
保証金

合計

ハンバーガー
レストラン事業
(店舗)

3,622 264 ―
16,714

(97,873.66)
26 48,51969,187 ―

本社本部 419 6 0
414

(9,292.00)
4,536 757 6,134 ―

社宅 104 ― ―
241

(525.35)
― 140 487 ―

計 4,187 270 0
17,371

(107,691.01)
4,56249,41775,809 ―

　

(2) 国内子会社(日本マクドナルド株式会社)

　

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)

建物 構築物 機械及び装置
工具、器具
及び備品

リース資産 合計

ハンバーガー
レストラン事業
(店舗)

30,186 4,920 6,235 3,606 3,907 48,856 2,143

本社本部 269 2 66 351 23 714 618

社宅 0 ― ― 0 ― 0 ―

計 30,455 4,923 6,302 3,958 3,931 49,571 2,761

(注) １  株式会社エブリデイ・マック、The ＪＶ株式会社の設備につきましては、帳簿価額に重要性がないため記載を

省略しております。

２  上記の他に土地及び建物を賃借しており、年間賃借料は442億36百万円であります。

３  上記の他に厨房機器等の店舗設備を賃借しており、年間賃借料は２億34百万円であります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資計画については、今後の景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案の上策

定しております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設・改修の計画、除却の決定は次のとおりでありま

す。これらは主に、当社の連結子会社であります日本マクドナルド株式会社が運営するハンバーガーレスト

ランの営業に関連する設備であります。

(1) 重要な設備の新設・改修

　

設備の内容
投資予定金額(百万円) 完成後の増加能力

総額 既支払額 増加店舗数 増加客席数

店舗建設 14,326 395 100 10,500

既存店改修及び店舗設備等 3,074 0 ― ―

その他情報システム開発等 1,100 ― ― ―

計 18,500 395 100 10,500

(注) １  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２  上記の金額については、自己資金及び借入金によりまかなう予定であります。

　

(2) 重要な設備の除却等

　

設備の内容 店舗数 計画金額(百万円)

店舗閉店 100 638.7

既存店改修 53 576.6

その他 119 3,283.8

計 272 4,499.2

(注) １  上記「店舗閉店」の店舗数と計画金額には当社グループの設備が計上されている閉店店舗数と除却損等見積

額が含まれております。

２  上記「その他」の計画金額には、店舗運営事業の売却に伴う店舗設備の減少に係るものが含まれております。

３　第２　事業の状況　１業績等の概要　（１）業績に記載の戦略的閉店110店舗については、当連結会計年度におい

て減損損失を認識しているため、翌連結会計年度に実際に閉店した際には、重要な設備の除却等は発生しない

ため、上記の表には含めておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 480,840,000

計 480,840,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年３月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 132,960,000132,960,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
100株

計 132,960,000132,960,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

    該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(百株)

発行済株式
総数残高
(百株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成13年７月26日(注) 120,0001,329,60015,300 24,113 34,140 42,124

(注)  有償・一般募集増資

(ブックビルディング方式)

発行価格    4,300円

引受価額    4,120円

発行価額    2,550円

資本組入額  1,275円
　

(6) 【所有者別状況】

平成24年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 22 19 998 223 102283,338284,702―

所有株式数
(単元)

― 9,5761,08114,618744,902200559,0301,329,40719,300

所有株式数
の割合(％)

― 0.72 0.08 1.10 56.03 0.02 42.05100.00―

(注)  自己株式 703株は、「個人その他」に７単元及び「単元未満株式の状況」に３株を含めて記載しております。
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(7) 【大株主の状況】

平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

マクドナルド・レストランズ・オ
ブ・カナダ・リミティッド
(常任代理人  アンダーソン・毛利
・友常法律事務所)

カナダ・オンタリオ州・トロント
(東京都港区六本木１－６－１)

366,400 27.56

マクド・エー・ピー・エム・イー
・エー・ホールディングス　ピー
ティーイー・リミテッド
(常任代理人  アンダーソン・毛利
・友常法律事務所)

シンガポール・グレートワールドシティ
(東京都港区六本木１－６－１)

298,250 22.43

日本マクドナルドグループ持株会 東京都新宿区西新宿６－５－１ 9,151 0.69

日本マクドナルド社員持株会 東京都新宿区西新宿６－５－１ 6,138 0.46

ＳＳＢＴ  ＯＤ０５  ＯＭＮＩＢ
ＵＳ  ＡＣＣＯＵＮＴ  －  ＴＲ
ＥＡＴＹ  ＣＬＩＥＮＴＳ
(常任代理人  香港上海銀行東京支
店)

オーストラリア・シドニー
(東京都中央区日本橋３－11－１)

6,135 0.46

ノムラ　アセツトマネージメント　
ユーケー　リミテツド　サブ　アカウ
ント　エバーグリーン　ノミニーズ　
リミテツド
（常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行）

ユナイテッドキングダム　ロンドン
（東京都千代田区丸の内２－７－１）

4,888 0.37

ステート　ストリート　バンクウエ
スト　クライアント　トリーティー
(常任代理人  株式会社みずほコー
ポレート銀行）

アメリカ合衆国　マサチューセッツ州
(東京都中央区月島４-16-13）

4,737 0.36

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 4,018 0.30

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　メ
ロン　アズ　エージエント　ビーエヌ
ワイエム　エイエス　イーエイ　ダツ
チ　ペンション　オムニバス　140016
(常任代理人  株式会社みずほコー
ポレート銀行)　　　　　　　

アメリカ合衆国　ニューヨーク州
（東京都中央区月島４－16－13）

3,844 0.29

エスアイエツクス　エスアイエス　
エルテイーデイー
（常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行）

B A S L E R S T R A S S E 1 0 0 C H - 4 6 0 0
OLTENSWITZERLAND 
（東京都千代田区丸の内２-７-１）

3,816 0.29

計 ― 707,379 53.20

(注) １．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)は、全て信託業務に係るものであります。

     ２．前事業年度末現在の当社の主要株主であった、マクドナルド・レストラン・オペレーションズ・インクは、平

成24年12月25日付けで、マクド・エー・ピー・エム・イー・エー・ホールディングス　ピーティーイー・リミ

テッドにその保有する全株式を売却したことにより、当社の主要株主ではなくなっております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

132,940,000
1,329,400 ―

単元未満株式
普通株式

19,300
― ―

発行済株式総数 132,960,000― ―

総株主の議決権 ― 1,329,400 ―

(注) 単元未満株式には、当社所有の自己株式　３株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マクドナルドホール
ディングス株式会社

東京都新宿区西新宿
６－５－１

700 ― 700 0.00

計 ― 700 ― 700 0.00

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 ― ―
　 　 　

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)  当期間における取得自己株式には、平成25年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―
　 　 　 　 　

保有自己株式数 703 ― 703 ―

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成25年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は業績、配当性向及びキャッシュ・フローのバランスを総合的に勘案し、自己資本比率、株主資本利

益率等の財務指標を妥当な水準に維持しながら、安定的な配当の継続を基本に株主の皆様への利益還元に

努めることを基本方針としております。

当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この剰余金の配当の決定機

関は、株主総会であります。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は前期と同様の１株当たり30円の配当を実施

させていただきました。内部留保資金につきましては、将来の事業発展に必要不可欠な成長投資として活用

し、中長期的な成長による企業価値向上を通じて、株主の皆様の期待にお応えしてまいります。

当社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款

に定めております。

なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりであります。

　

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成25年３月19日
定時株主総会決議

3,988 30

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

最高(円) 2,080 1,949 2,143 2,138 2,360

最低(円) 1,310 1,630 1,775 1,772 2,066

(注)  最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであり、平

成22年４月１日より平成22年10月11日までは大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであり、それ以前は

ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年７月 平成24年８月 平成24年９月 平成24年10月 平成24年11月 平成24年12月

最高(円) 2,270 2,244 2,223 2,218 2,350 2,360

最低(円) 2,236 2,171 2,150 2,188 2,209 2,255

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

代表取締役

会長兼社長

最高経営

責任者

(ＣＥＯ)

原  田  永  幸 昭和23年12月３日生

昭和47年４月 日本ＮＣＲ株式会社入社

(注)４ 104

昭和55年11月 横河・ヒューレット・パッカード

株式会社入社

昭和58年１月 シュルンベルジェグループ入社取

締役マーケティング部長、取締役

ＡＴＥ事業部長

平成２年８月 アップルコンピュータジャパン株

式会社(当時)入社 マーケティン

グ部長

平成５年10月 同社ビジネスマーケット事業部長

兼マーケティング本部長

平成６年10月 同社取締役マーケティング本部長

平成８年６月 アップルコンピュータ社ワールド

ワイドコンシューママーケティン

グ／ＳＯＨＯ担当副社長

平成９年４月 アップルコンピュータ株式会社代

表取締役社長

平成９年４月 アップルコンピュータ社副社長

平成16年２月 日本マクドナルド株式会社代表取

締役副会長兼ＣＥＯ

平成16年３月 当社代表取締役副会長兼ＣＥＯ

平成16年５月 当社代表取締役副会長兼社長兼Ｃ

ＥＯ

　 日本マクドナルド株式会社代表取

締役副会長兼社長兼ＣＥＯ

平成17年３月 当社代表取締役会長兼社長兼ＣＥ

Ｏ(現任)

　 日本マクドナルド株式会社代表取

締役会長兼社長兼ＣＥＯ(現任)

平成17年３月 株式会社西友社外取締役

取締役 　
アンドリュー 

Ｒ．ブラフ
昭和37年６月１日生

昭和61年６月 アーンストアンドヤング入所

(注)４ ―

平成２年６月 同所オーディットマネージャー

平成４年７月 マクドナルドロシア社入社

平成10年10月 同社バイスプレジデントチーフ

ファイナンシャルオフィサー

平成12年８月 マクドナルド・レストランズ・オ

ブ・カナダ・リミティッド入社

平成13年５月 同社バイスプレジデントチーフ

ファイナンシャルオフィサー

平成15年３月 同社シニアバイスプレジデント

チーフファイナンシャルオフィ

サー

平成17年５月 同社シニアバイスプレジデント

チーフレストランサポートオフィ

サー

平成18年12月 同社シニアバイスプレジデント

チーフインフォメーションオフィ

サー

平成20年７月 当社財務・経理担当上席執行役員

ＣＦＯ

　 日本マクドナルド株式会社上席執

行役員財務本部長(現任)

平成21年３月 当社代表取締役財務・経理担当上

席執行役員ＣＦＯ

平成22年３月 当社取締役財務・経理担当上席執

行役員(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

取締役 　 青　木　岳　彦 昭和33年４月５日生

昭和56年４月 株式会社ブリヂストン入社

(注)４ 5

平成元年８月 ブリヂストン米国子会社出向  コ

ンベンセーションプランニングマ

ネージャー

平成７年９月 同社ビジネスプランニングディレ

クター

平成11年12月 同社ヒューマンリソーセズストラ

テジーディレクター

平成12年10月 同社ビジネスプランニングエグゼ

クティブディレクター

平成16年２月 ボーダフォンアジアパシフィック

リージョン入社　ヒューマンリ

ソーセズディレクター

平成17年２月 ボーダフォン株式会社常務執行役

人事本部長

平成18年７月 ウォールマートジャパン／西友入

社　執行役シニアバイスプレジデ

ント人材部担当

平成19年３月 同社執行役エグゼクティブバイス

プレジデント人材・コミュニケー

ション担当

　 　 　 　

平成21年５月 同社執行役員エグゼクティブバイ

スプレジデント開発・食品事業担

当

　 　

　 　 　 　

平成24年３月 日本マクドナルド株式会社入社　　

　上席執行役員人事本部長（現

任）

　 　

　 　 　 　 平成25年3月 当社取締役（現任） 　 　

取締役 　 佐  藤  仁  志 昭和29年３月24日生

昭和53年４月 東亜建設工業株式会社入社

(注)４ 23

平成４年12月 米国ニューヨーク州弁護士資格取

得

平成15年４月 株式会社ゼクセルヴァレオクライ

メートコントロール入社

平成17年４月 株式会社ヴァレオサーマルシステ

ムジャパン　ダイレクター就任

平成18年11月 エートスジャパンＬＬＣ入社　法

務コンプライアンス担当バイスプ

レジデント

平成20年９月 日本マクドナルド株式会社入社 　

執行役員法務本部長(現任)

平成21年３月 当社執行役員(現任)

　 当社取締役(現任)

取締役 　
デビッド

Ｇ．ガーランド
昭和37年８月27日生

昭和59年５月 マクドナルド・コーポレーション

入社

(注)４ ―

平成４年３月 同社サプライチェーンファイナン

スマネージャー

平成６年３月 同社ＵＳＡゾーンコントローラー

平成15年３月 同社アジア太平洋中東アフリカ地

区ファイナンス上席部長

平成17年５月 マクドナルド・ＡＰＭＥＡ・ＬＬ

Ｃ入社

平成17年９月 同社バイスプレジデントコント

ローラー

平成20年３月 当社取締役(現任)

　 日本マクドナルド株式会社取締役

平成23年１月 マクドナルド・ＡＰＭＥＡ・ＬＬ

ＣシニアバイスプレジデントＣＦ

Ｏ(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

取締役 　
アンドリュー

Ｖ.ヒプスレイ
昭和32年３月18日生

昭和50年１月 ＣＳＲ入社

(注)４ ―

昭和61年４月 マクドナルド・オーストラリア社

入社

昭和62年12月 同社サプライチェーン担当バイス

プレジデント

平成６年１月 同社シニアバイスプレジデント

マーケティング本部長

平成12年12月 同社取締役レストランシステム・

サプライ担当シニアバイスプレジ

デント

平成15年７月 マクドナルド・コーポレーション

グローバルマーケティング担当上

席部長

平成16年７月 マクドナルド・ＡＰＭＥＡ・ＬＬ

Ｃバイスプレジデントマーケティ

ング本部長

平成23年１月 同社シニアバイスプレジデント

チーフブランドオフィサー(現任)

平成23年３月 当社取締役(現任)

取締役 　 川  村      明 昭和16年５月９日生

昭和42年４月 弁護士登録

(注)４ ―

昭和42年４月 アンダーソン・毛利法律事務所

(現アンダーソン・毛利・友常法

律事務所)入所

昭和51年１月 同事務所パートナー就任

昭和60年４月 第二東京弁護士会副会長

昭和61年４月 日本弁護士連合会常務理事

平成８年６月 日本弁護士連合会外国法事務弁護

士及び国際法律業務委員会委員長

平成10年４月 京都大学法学部客員教授

平成14年３月 当社取締役(現任)

平成14年７月 日本マクドナルド株式会社取締役

平成15年10月 社団法人日本仲裁人協会常務理事

(現任)

平成17年１月 国際法曹協会(ＩＢＡ)常務理事世

界弁護士会問題評議会常任議長

平成19年１月 国際法曹協会(ＩＢＡ)事務総長

平成21年１月 国際法曹協会(ＩＢＡ)副会長

平成23年１月 国際法曹協会(ＩＢＡ)会長

　 　 　 　 平成24年11月 旭日中綬章受賞受勲 　 　

　 　 　 　
平成25年１月 アンダーソン・毛利・友常法律事

務所顧問就任
　 　

常勤監査役 　 石　井  隆  朗 昭和29年１月１日生

昭和51年３月 日本マクドナルド株式会社(現日

本マクドナルドホールディングス

株式会社)入社

(注)５ 11

平成13年１月 同社予算管理部長

平成16年６月 日本マクドナルド株式会社財務部

長

平成22年１月 同社ＩＲ部長

平成24年３月 株式会社エブリデイ・マック監査

役(現任)

平成24年３月 日本マクドナルド株式会社監査役

(現任)

平成24年３月 当社常勤監査役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

監査役 　 又  市  義  男 昭和24年２月26日生

昭和49年４月 弁護士登録

(注)５ 10

昭和62年11月 ニューヨーク弁護士会登録

平成12年３月 当社監査役(現任)

平成14年７月
日本マクドナルド株式会社監査役

(現任)

監査役 　 江  前  公  秀 昭和23年10月14日生

昭和46年４月 株式会社東京銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行

(注)５ 10

昭和54年11月 同行本店証券部部長代理

昭和56年12月 同行欧州国際金融室(ロンドン)室

長代理

昭和62年３月 同行本店資本市場第一部審議役

平成２年３月 同行シンガポール支店次長

平成６年７月 同行新宿支店次長

平成８年４月 東京三菱証券株式会社(現三菱Ｕ

ＦＪモルガン・スタンレー証券株

式会社)取締役

平成９年７月 同社常務取締役

平成12年６月 国際証券株式会社(現三菱ＵＦＪ

モルガン・スタンレー証券株式会

社)常務執行役員

平成14年９月 三菱証券株式会社(現三菱ＵＦＪ

モルガン・スタンレー証券株式会

社)常務執行役員

平成15年６月 同社常務執行役員リサーチ本部長

平成16年６月 同社常務執行役員法人営業本部長

平成16年10月 同社常務執行役員営業副本部長兼

投資信託部副担当

平成18年４月 トヨタファイナンシャルサービス

株式会社グループバイスプレジデ

ント

平成20年11年 同社シニアアドバイザー

平成22年４月 同社シニアアドバイザー兼東海東

京証券株式会社非常勤顧問(現任)

平成24年３月 日本マクドナルド株式会社監査役

(現任)

平成24年３月 当社監査役(現任)

監査役 　
ケビン

Ｍ．オザン
昭和38年５月11日生

昭和60年７月 アーンストアンドヤングＬＬＰ入

社

(注)５ ―

平成９年９月 マクドナルド・コーポレーション

入社　ファイナンシャルレポー

ティング部長

平成16年８月 マクドナルドＵＳＡシカゴリー

ジョンリージョナルコントロー

ラー

平成18年５月 マクドナルド・コーポレーション

インベスターリレーション上席部

長

平成19年５月 同社コーポレートバイスプレジデ

ントアシスタントコントローラー

平成20年２月 同社コーポレートシニアバイスプ

レジデントコントローラー(現任)

平成20年３月 当社監査役(現任)

平成20年３月 日本マクドナルド株式会社監査役

(現任)

計 163
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(注) １  取締役デビッド Ｇ．ガーランド氏、アンドリュー Ｖ. ヒプスレイ氏及び川村  明氏は会社法第２条第15号

に定める社外取締役であります。

２  監査役又市義男氏、江前公秀氏及びケビン Ｍ．オザン氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。

３  当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は３名であります。

４  任期は、平成25年３月19日開催の第42回定時株主総会から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。

５　任期は、平成24年３月29日開催の第41回定時株主総会から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

※  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、持株会社としてマーケットの動向を常に注視し、グループ全体が事業環境に迅速に対応でき

るよう適時的確な意思決定を行うことが重要であると考えております。そのために、コーポレート・ガ

バナンスの強化を経営の重要課題のひとつとして「立法・行政・司法」の三権分立的な視点から各グ

ループ会社及び各機関、機能間における高レベルの「チェック・アンド・バランス」体制の確保を目

指しております。

また、法令が求める内部統制システムの整備等、広く社会の要求に適切かつ迅速に対応しつつ、顧客、

従業員、フランチャイジー、サプライヤー、株主等の全てのステークホルダーの利益の最大化のため、積

極的な投資や前例にとらわれない柔軟な発想・実践など、広い視野から常に新しい取り組みができる

最良の体制となるようコーポレート・ガバナンスを構築しております。

　

①  企業統治の体制

イ  会社の機関の内容

当社グループは執行役員制度を採用しており、経営の意思決定機関及び業務の監督機関としての

取締役会と執行役員の業務執行機関を分離し、事業環境の変化に迅速に対応できる経営体制を敷い

ております。この経営体制のもと、各執行役員は担当業務において機動的な業務執行を推進しており

ます。

監査機能につきましては、「②内部監査及び監査役監査」及び「⑥会計監査の状況」をご参照く

ださい。

第三者の関与としては、顧問弁護士等の専門家から法令遵守に対する指導及び助言を受けており

ます。また、会計監査人である新日本有限責任監査法人より会社法及び金融商品取引法に基づく法定

監査を受けており、監査の結果は、監査役会及び取締役会に報告されております。

ロ  内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況等

当社グループは、より高い企業倫理の遵守とリスク管理の側面からコンプライアンス体制を確立

し、推進するための組織として法務担当執行役員を委員長としたコンプライアンス委員会を設置し、

必要に応じ随時開催しております。また、企業不祥事の発生を防止するための行動基準として「業務

上の行動規範」ハンドブックを策定しているほか、社員のみならず、パート従業員、取引先等、グルー

プ関係者及びその家族が通報、相談できる窓口として「コンプライアンス・ホットライン」を設置

し、運用しております。

　　　ハ  責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を法令が定める額を限度として負担するものとする契約を締結しております。
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当社グループ内のコーポレート・ガバナンス体制を図式化すると以下のとおりになります。

　

　

②  内部監査及び監査役監査

当社の内部監査の組織につきましては、ＣＥＯ直轄の独立した内部監査室を設置しております。内

部監査の対象は、当社及び連結子会社であります。内部監査は、その活動を通じて、リスク・アプロー

チの概念に基づき各業務プロセスに潜在あるいは顕在化しているリスクを把握し、業務及び財産の

実態を監査することにより、法令及び規程等の遵守、会社財産の保全、業務の効率化及び内部統制機

能の強化に貢献することをその使命としております。具体的には、ＣＥＯの決裁を受けた年度内部監

査計画に基づいて監査を実施し、その結果を被監査部門の長に報告しております。また、監査結果に

対して被監査部門から概ね２週間以内に監査結果に対する改善計画等の回答を受領し、その内容を

吟味した上で監査報告書をＣＥＯ及び監査役等に提出しております。なお、被監査部門に関しては、

改善期限を設定し、その期限経過後遅滞なく改善内容の実施状況についてフォローアップ監査を行

い、内部監査の実効性を担保しております。

監査役監査につきましては、１名の常勤監査役と３名の非常勤監査役で監査役会を構成し、経営に

関する監視を行っております。さらに内部監査室と密接に連携をとりながら、「監査役監査基準」に

準拠して厳正に監査を行っております。

また、会計監査人である新日本有限責任監査法人と内部監査室及び監査役会は、会社法及び金融商

品取引法に基づく法定監査の結果報告に加え、必要の都度、相互の情報交換、意見交換を行うなどの

連携を通じて監査の実効性と効率性を確保するよう努めております。
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③  社外取締役及び社外監査役

イ  社外取締役及び社外監査役の員数並びに社外取締役及び社外監査役と当社との人的・資本的・取

引関係及びその他の利害関係

当社の社外取締役は３名、社外監査役は３名であります。

社外取締役川村明氏と当社の間に重要な該当事項はありません。社外取締役デビッド Ｇ．ガーラ

ンド氏及びアンドリュー Ｖ．ヒプスレイ氏が所属する会社の持株会社であるマクドナルド・コー

ポレーションと当社の連結子会社日本マクドナルド株式会社との間には、ライセンス契約に基づく

ロイヤルティーの支払等の取引関係があります。詳細につきましては、第５[経理の状況]－１[連結

財務諸表等]－[注記事項]－[関連当事者情報]をご参照ください。

社外監査役又市義男氏及び社外監査役江前公秀氏と当社の間に重要な該当事項はありません。社

外監査役ケビン Ｍ．オザン氏が所属するマクドナルド・コーポレーションと当社の連結子会社日

本マクドナルド株式会社との間には、ライセンス契約に基づくロイヤルティーの支払等の取引関係

があります。詳細につきましては、第５[経理の状況]－１[連結財務諸表等]－[注記事項]－[関連当

事者情報]をご参照ください。

当社は、社外監査役江前公秀氏について、一般株主との利益相反が生じる恐れがないと判断し、大

阪証券取引所に独立役員として届け出ております。

ロ  社外取締役及び社外監査役が当社の企業統治において果たす機能及び役割並びに社外取締役及び

社外監査役の選任についての考え方

(社外取締役)

デビッド Ｇ. ガーランド氏は、マクドナルド・コーポレーションにおける長年にわたる会計部門

での経験、並びにハンバーガービジネスに関する豊富な知識と経験に基づき、当社の経営全般に有用

な助言を行っていただくことを期待し、選任しております。

アンドリュー Ｖ. ヒプスレイ氏は、マクドナルド・コーポレーションと同社のグローバルにおけ

る子会社における長年にわたるマーケティング部門での経験、並びにハンバーガービジネスに関す

る豊富な知識と経験に基づき、当社の経営全般に有用な助言を行っていただくことを期待し、選任し

ております。

川村明氏は、弁護士としての知見、経験を踏まえ、中立かつ客観的な観点から、当社の経営上有用な

発言を行っていただくことを期待し、選任しております。

(社外監査役)

又市義男氏は、弁護士として会社経営全般について豊富な見識を有するとともに、企業会計にも精

通していることから、当社の経営活動の適法性を高めていただくことを期待し、選任しております。

江前公秀氏は、金融機関及び民間企業における豊富な財務に関する経験・見識を有しており、社外

監査役としての職務を適切に遂行いただくことを期待し、選任しております。

ケビン Ｍ．オザン氏は、マクドナルド・コーポレーションにおいて長年にわたり会計部門を担当

しており、企業会計に係る豊富な知識と経験に基づき、当社の経営活動の適法性を高めていただくこ

とを期待し、選任しております。
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ハ  社外取締役及び社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査、会計監査との相互連携

並びに内部統制部門との関係

社外取締役に対しては法務部門が、社外監査役に対しては内部監査室が窓口となり、監督または監

査に必要な当社またはグループ全体の情報の提供及び説明を実施しております。

また、内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係については、

「②内部監査及び監査役監査」に記載のとおりであります。

　

④  役員の報酬等

イ  当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
員数
(人)

月例報酬
業績連動型
報酬

株価連動型
報酬

退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

240 141 36 49 12 4

監査役
(社外監査役を除く)

15 15 ― ― 0 2

社外役員 18 18 ― ― 0 4

(注) １  取締役の支給額には、従業員兼務取締役の従業員分給与は含まれておりません。

２  平成19年４月以降、連結子会社である日本マクドナルド株式会社の取締役・監査役を兼務している取締役及

び監査役に対しては、同社から役員退職慰労金を除き報酬を支給しておりません。

３  上記の「業績連動型報酬」「株価連動型報酬」は、当事業年度における役員賞与引当金繰入額として計上し

た額を含んでおります。

４  上記の「退職慰労金」は、当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額として計上した額であります。

５  連結報酬等の総額１億円以上の役員としては、代表取締役原田永幸氏が該当いたします。その報酬等の内訳

は、提出会社より月例報酬86百万円、業績連動型報酬24百万円、株価連動型報酬34百万円、退職慰労金12百万円

であります。連結子会社日本マクドナルド株式会社より、当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額とし

ての退職慰労金12百万円があります。

ロ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

役員の報酬等の額につきましては、当社の業績、役員の役位、職責等を総合的に勘案の上、株主総会

で承認された限度額の範囲内で決定しております。

取締役の報酬限度額は、平成19年３月27日開催の第36回定時株主総会において年額600百万円(従

業員兼務取締役の従業員分を含まない。)と決定されており、会社法第361条第１項に基づく限度額枠

内での月例報酬及び株価連動型報酬並びに業績連動型報酬を設けております。

監査役の報酬限度額は、平成13年３月29日開催の第30回定時株主総会において年額30百万円と決

定されており、会社法第387条に基づく限度額枠内での月例報酬を設けております。
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⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                          ３銘柄

貸借対照表計上額の合計額        56百万円

　

⑥  会計監査の状況

会計監査の状況は以下のとおりです。

　
業務を執行した
公認会計士の氏名

所属する監査法人名 提出会社に係る継続監査年数

宮  入  正  幸 新日本有限責任監査法人 ４年

北　澄　裕　和 新日本有限責任監査法人 １年

(注)  監査業務に係る補助者は公認会計士５名及びその他11名です。

　

⑦  取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ　自己の株式の取得 

当社は会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することが

できる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可

能とするため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

ロ　取締役及び監査役の責任免除　

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に

関する取締役(取締役であった者を含む。)及び監査役(監査役であった者を含む。)の責任を法令の限

度において免除することができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行

するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的

とするものであります。

ハ　中間配当　

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決

議によって毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

　

⑧  取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

　

⑨  取締役の選任及び解任の決議要件

当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及びその選任決議は累積投票によらない旨

定款に定めております。

また、解任決議について、会社法の定めに従い、議決権を行使することができる株主の議決権の過半

数を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行うこととしております。
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　　⑩  株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 41 1 41 －

連結子会社 41 － 41 －

計 83 1 82 －

　

② 【その他重要な報酬の内容】

(前連結会計年度)

該当事項はありません。

(当連結会計年度)

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前連結会計年度)

当社は、監査公認会計士等に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務(非監査業務)であ

る国際財務報告基準への移行等にかかる助言の業務を委託し、対価を支払っております。

(当連結会計年度)

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、当社の規模・特性等

を勘案したうえで決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年１月１日から平成24

年12月31日)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年１月１日から平成24年12月31日まで)の財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準の

変更等についてセミナー・講演会等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 28,433 50,950

売掛金 10,267 9,794

有価証券 33,697 21,197

原材料及び貯蔵品 1,101 1,198

繰延税金資産 1,801 1,768

その他 6,018 6,690

貸倒引当金 △12 △9

流動資産合計 81,307 91,590

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 73,788 75,073

減価償却累計額 △37,326 △35,262

建物及び構築物（純額） ※4
 36,461

※4
 39,811

機械及び装置 17,577 15,557

減価償却累計額 △9,535 △9,237

機械及び装置（純額） ※4
 8,041

※4
 6,320

工具、器具及び備品 16,667 15,189

減価償却累計額 △11,751 △11,214

工具、器具及び備品（純額） ※4
 4,915

※4
 3,974

土地 ※3
 17,383

※3
 17,371

リース資産 4,918 5,770

減価償却累計額 △1,127 △1,833

リース資産（純額） 3,790 3,936

建設仮勘定 326 643

有形固定資産合計 ※2
 70,919

※2
 72,058

無形固定資産

のれん 963 678

ソフトウエア 7,719 4,562

その他 757 755

無形固定資産合計 ※4
 9,440

※4
 5,997

投資その他の資産

投資有価証券 56 56

長期貸付金 9 9

繰延税金資産 1,011 1,024

敷金及び保証金 52,118 49,426

その他 7,952 6,766

貸倒引当金 △785 △590

投資その他の資産合計 60,362 56,691

固定資産合計 140,721 134,747

資産合計 222,029 226,338
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 8,487 7,023

リース債務 869 1,007

未払金 19,071 18,476

未払費用 6,904 5,506

未払法人税等 6,940 4,786

賞与引当金 1,848 693

店舗閉鎖損失引当金 － 67

災害損失引当金 189 99

その他 4,752 6,286

流動負債合計 49,064 43,946

固定負債

長期借入金 500 500

リース債務 3,180 3,210

再評価に係る繰延税金負債 476 413

賞与引当金 115 347

役員賞与引当金 － 164

退職給付引当金 1,727 1,796

役員退職慰労引当金 192 202

資産除去債務 4,776 4,715

その他 209 302

固定負債合計 11,178 11,653

負債合計 60,242 55,600

純資産の部

株主資本

資本金 24,113 24,113

資本剰余金 42,124 42,124

利益剰余金 100,477 109,364

自己株式 △1 △1

株主資本合計 166,713 175,601

その他の包括利益累計額

土地再評価差額金 ※3
 △5,082

※3
 △5,029

その他の包括利益累計額合計 △5,082 △5,029

少数株主持分 155 165

純資産合計 161,787 170,737

負債純資産合計 222,029 226,338
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高

直営店舗売上高 226,972 214,968

フランチャイズ収入 74,760 79,151

その他売上高 606 590

売上高合計 302,339 294,710

売上原価

売上原価 191,930 185,865

フランチャイズ収入原価 46,214 48,166

その他売上原価 564 561

売上原価合計 238,709 234,593

売上総利益 63,629 60,117

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 35,447

※1, ※2
 35,336

営業利益 28,182 24,780

営業外収益

受取利息 204 269

未回収商品券収入 175 －

受取補償金 70 40

受取保険金 － 446

貸倒引当金戻入額 － 43

その他 412 268

営業外収益合計 862 1,068

営業外費用

支払利息 94 97

貸倒引当金繰入額 105 －

店舗用固定資産除却損 1,023 894

店舗閉鎖損失 － ※5
 834

その他 208 251

営業外費用合計 1,432 2,077

経常利益 27,612 23,770

特別利益

貸倒引当金戻入額 74 －

移転補償金 57 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 58 －

特別利益合計 189 －

特別損失

固定資産除却損 ※3
 319

※3
 647

減損損失 ※6
 37

※6
 113

固定資産売却損 ※7
 20

※7
 18

店舗閉鎖損失 － ※5, ※6
 382

事務所移転費用 － 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,014 －

災害損失引当金繰入額 ※4
 189 －

災害による損失 ※4
 1,059 －

子会社清算損 22 －

特別損失合計 4,662 1,166
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

税金等調整前当期純利益 23,139 22,604

法人税、住民税及び事業税 9,396 9,707

法人税等調整額 429 17

法人税等合計 9,826 9,724

少数株主損益調整前当期純利益 13,313 12,880

少数株主利益 15 9

当期純利益 13,298 12,870

EDINET提出書類

日本マクドナルドホールディングス株式会社(E03366)

有価証券報告書

40/88



【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 13,313 12,880

その他の包括利益

土地再評価差額金 － 59

その他の包括利益合計 － ※1
 59

包括利益 13,313 12,939

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 13,298 12,929

少数株主に係る包括利益 15 9
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 24,113 24,113

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 24,113 24,113

資本剰余金

当期首残高 42,124 42,124

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 42,124 42,124

利益剰余金

当期首残高 91,120 100,477

当期変動額

剰余金の配当 △3,988 △3,988

当期純利益 13,298 12,870

土地再評価差額金の取崩 46 5

当期変動額合計 9,356 8,887

当期末残高 100,477 109,364

自己株式

当期首残高 △1 △1

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △1 △1

株主資本合計

当期首残高 157,357 166,713

当期変動額

剰余金の配当 △3,988 △3,988

当期純利益 13,298 12,870

土地再評価差額金の取崩 46 5

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 9,356 8,887

当期末残高 166,713 175,601
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

その他の包括利益累計額

土地再評価差額金

当期首残高 △5,035 △5,082

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 △46 △5

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 59

当期変動額合計 △46 53

当期末残高 △5,082 △5,029

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △5,035 △5,082

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 △46 △5

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 59

当期変動額合計 △46 53

当期末残高 △5,082 △5,029

少数株主持分

当期首残高 140 155

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15 9

当期変動額合計 15 9

当期末残高 155 165

純資産合計

当期首残高 152,462 161,787

当期変動額

剰余金の配当 △3,988 △3,988

当期純利益 13,298 12,870

自己株式の取得 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15 68

当期変動額合計 9,324 8,950

当期末残高 161,787 170,737
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 23,139 22,604

減価償却費 12,034 11,814

減損損失 37 1,262

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △532 67

その他の引当金の増減額（△は減少） 147 △965

未回収商品券収入 △175 －

受取利息 △204 △269

支払利息 94 97

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,014 －

固定資産売却損益（△は益） 20 18

固定資産除却損 901 730

売上債権の増減額（△は増加） △302 472

たな卸資産の増減額（△は増加） 187 △97

フランチャイズ店舗の買取に係るのれんの増減
額（△は増加）

412 283

その他の資産の増減額（△は増加） △2,645 1,549

仕入債務の増減額（△は減少） △352 △1,463

未払金の増減額（△は減少） 1,854 △595

未払費用の増減額（△は減少） 564 △1,393

その他の負債の増減額（△は減少） 352 △325

その他 854 △534

小計 39,405 33,255

利息の受取額 65 142

利息の支払額 △86 △93

法人税等の支払額 △3,323 △14,510

法人税等の還付額 5,091 1,670

営業活動によるキャッシュ・フロー 41,152 20,464

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △12,367 △11,477

有形固定資産の売却による収入 2,759 3,899

敷金及び保証金の差入による支出 △2,522 △1,543

敷金及び保証金の回収による収入 4,891 4,181

ソフトウエアの取得による支出 △296 △540

子会社の清算による収入 319 －

その他 0 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,215 △5,488

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △812 △978

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △3,945 △3,989

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,757 △4,967

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 29,177 10,017

現金及び現金同等物の期首残高 32,953 62,130

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 62,130

※1
 72,148
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１  連結の範囲に関する事項

    すべての子会社を連結しております。

  　  連結子会社の数  　３社

      連結子会社の名称

        日本マクドナルド㈱

        ㈱エブリデイ・マック

        TheＪＶ㈱

　

２  連結子会社の事業年度に関する事項

    連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　

３  会計処理基準に関する事項

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

    ①  有価証券

      (イ)満期保有目的の債券

          償却原価法(定額法)

      (ロ)その他有価証券

          時価のないもの

            総平均法による原価法

    ②  たな卸資産

        原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定)

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

    ①  有形固定資産(リース資産を除く)

        定額法

        なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

          建物及び構築物        ２年～50年

          機械及び装置          ２年～15年

          工具、器具及び備品    ２年～20年

    ②  無形固定資産(リース資産を除く)

        定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

    ③  リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

    ④  長期前払費用

        定額法
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  (3) 重要な引当金の計上基準

    ①  貸倒引当金

金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②  賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上して

おります。また、一部の社員を対象に株価連動型賞与を導入しており、賞与の支給額は当社の株価に連

動して算定されるため、付与日から支給日までの間の各決算日時点における公正価値をオプション評

価モデル（ブラックショールズモデル）を用いて算定し、権利確定期間の期日到来割合を乗じた金額

を引当金として計上しております。なお、市場条件以外の業績条件は反映しておりません。

    ③  店舗閉鎖損失引当金

当連結会計年度中に閉店を決定した店舗の閉店により、今後発生すると見込まれる損失について、合

理的に見積もられる金額を計上しております。

    ④  災害損失引当金

震災により、今後発生すると見込まれる損失について、合理的に見積もられる損失額を災害損失引当

金として計上しております。

    ⑤  役員賞与引当金

役員を対象に株価連動型賞与を導入しており、賞与の支給額は当社の株価に連動して算定されるた

め、付与日から支給日までの間の各決算日時点における公正価値をオプション評価モデル（ブラック

ショールズモデル）を用いて算定し、権利確定期間の期日到来割合を乗じた金額を引当金として計上

しております。なお、市場条件以外の業績条件は反映しておりません。

    ⑥  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数(６年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

しております。

    ⑦  役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

  (4) のれんの償却方法及び償却期間

      ５年間で均等償却しております。

  (5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

  (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

      消費税等の会計処理

      消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
　

　【追加情報】

当連結会計年度の期首以降に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお

ります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

  １  偶発債務

 日本トイザらス株式会社の金融機関からの借入に対して保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

　
当連結会計年度
(平成24年12月31日)

　 248百万円 　 104百万円
　

※２  保険差益による有形固定資産の圧縮額及び収用による有形固定資産の圧縮額は以下のとおりでありま

す。

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

保険差益による有形固定資産の圧縮額 80百万円 80百万円

収用による有形固定資産の圧縮額 69百万円 69百万円

     

※３  土地再評価

「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)」に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

      再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号」に定める

固定資産税評価額に基づき合理的な調整を行い算出しております。

再評価を行った年月日      平成13年12月31日

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

再評価を行った土地の期末におけ
る時価と再評価後の帳簿価額との
差額

△3,993百万円 △4,707百万円

　

※４  フランチャイズ契約の締結に伴う店舗運営事業の売却により他勘定へ振り替えた固定資産の帳簿価額

は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

建物及び構築物（純額） 1,745百万円 2,719百万円

機械及び装置（純額） 522百万円 709百万円

工具、器具及び備品（純額） 360百万円 420百万円

無形固定資産 113百万円 124百万円

  計 2,742百万円 3,973百万円
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(連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

　　販売促進費 6,657百万円 7,793百万円

　　広告宣伝費 5,926百万円 6,381百万円

　　給与手当 5,884百万円 5,636百万円

　　減価償却費 4,413百万円 3,976百万円

　　賞与引当金繰入額 1,623百万円 959百万円

　　退職給付費用 1,021百万円 836百万円

　　貸倒引当金繰入額 54百万円 ―百万円

　　役員退職慰労引当金繰入額 25百万円 28百万円

　

※２  販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

　 354百万円 330百万円
　

※３  固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

建物及び構築物 160百万円 365百万円

機械及び装置 95百万円 218百万円

工具、器具及び備品 62百万円 63百万円

ソフトウエア 1百万円 ―百万円

  計 319百万円 647百万円

　

※４　災害損失引当金繰入額及び災害による損失

      前連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日)

東日本大震災により、今後発生すると見込まれる損失について、合理的に見積もられる損失額を災害損

失引当金繰入額として計上しております。内訳は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (百万円)

　　　　賃貸借契約解約違約金　　　　　　　　　　85

　　　　原状回復費用及び修繕費用　　　　　　　　82

　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　20

　　　　　合計　　　　　　　　　　　　　　　　 189

なお、当連結会計年度において実際に発生した損失を災害による損失として計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円)

　　　　義捐金及び見舞金　　　　　　　　　　　 302

　　　　商品販売中止等に伴う広告宣

　　　　伝費及び販売促進費等の損失　　　　　　 280

　　　　有形固定資産滅失損　　　　　　　　　　 147

　　　　原状回復費用及び修繕費用　　　　　　　 101

　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　 227

　　　　　合計　　　　　　　　　　　　　　　 1,059
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※５  店舗閉鎖損失

      当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

事業構造改革を目的とし、店舗規模や立地等の観点により、閉店することで経営効率及びブランドイ

メージを最大化することが可能な店舗の閉店に伴う損失額を店舗閉鎖損失として計上しております。

　        直営店舗 フランチャイズ店舗

減損損失 810百万円 338百万円

店舗閉鎖損失引当金繰入額
（賃貸借契約解約違約金）

23百万円 43百万円

  計 834百万円 382百万円
　

※６　減損損失

　　　前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
減損損失　　　　　　（百万

円）

 営業店舗 建物及び構築物等 関東地区 37

当社グループは、主に管理会計の区分であり継続的に収支の把握を行っている一定の地域等を単位と

して、資産のグルーピングを行っています。営業損益が継続してマイナスで、資産グループの固定資産簿

価を全額回収できる可能性が低いと判断した資産グループについて、当該グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(37百万円)として特別損失に計上しております。

その種類ごとの内訳は以下のとおりであります。

　(内訳)　　 　　　　　　　　　　　 (百万円)

　建物及び構築物　　　　　　　　　　　　 22

　機械及び装置　　　　　　　　　　　　　 11

　工具、器具及び備品　　　　　　  　　　　3

　　　 合計　　　　　　　　　　　　　　　37

なお、当社資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロー見積

額を5.9%で割り引いて算出しております。
　

      当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の減損損失を計上しております。

用途 種類 場所
減損損失　　　　　　（百万

円）

営業店舗 建物及び構築物等 関東地区 113

営業店舗（戦略閉店予定） 建物及び構築物等 全国各地 1,148

当社グループは、営業店舗については主に管理会計の区分であり継続的に収支の把握を行っている一

定の地域等を単位として、資産のグルーピングを行っています。営業損益が継続してマイナスで、資産グ

ループの固定資産簿価を全額回収できる可能性が低いと判断した資産グループについて、当該グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失(113百万円)として特別損失に計上してお

ります。また、事業構造改革を目的とし、店舗規模や立地等の観点により、閉店することで経営効率及びブ

ランドイメージを最大化することが可能な店舗について、当該店舗資産の帳簿価額を回収可能額まで減

額し、当該減少額を店舗閉鎖損失に含めて計上しております。

その種類ごとの内訳は以下のとおりであります。

　(内訳)　　 　　　　　　　　　　　 (百万円)

　建物及び構築物　　　　　　　　　　　　975

　機械及び装置　　　　　　　　　　　　　222

　工具、器具及び備品　　　　　　 　　　　60

　無形固定資産      　　　　　　  　　　  3

　　　合計　 　　　　　　　　　　　　 1,262

なお、当社資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロー見積

額を5.4%で割り引いて算出しております。
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※７  固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

(内訳) 　 　

建物及び構築物 ―百万円 6百万円

機械及び装置 15百万円 1百万円

工具、器具及び備品 4百万円 2百万円

土地 ―百万円 8百万円

無形固定資産 0百万円 0百万円

  合計 20百万円 18百万円

　

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

※1　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

土地再評価差額金 　
  当期発生額 ―百万円

  組替調整額 ―  〃

    税効果調整前 ―百万円

    税効果額 59  〃

    土地再評価差額金 59百万円

その他の包括利益合計 59百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

  普通株式 132,960,000 ― ― 132,960,000

合計 132,960,000 ― ― 132,960,000

自己株式 　 　 　 　

  普通株式(注) 702 1 ― 703

合計 702 1 ― 703

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加１株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

２  新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    該当事項はありません。
　

３  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年３月29日
定時株主総会

普通株式 3,988 30平成22年12月31日 平成23年３月30日

　

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年３月29日
定時株主総会

普通株式 3,988利益剰余金 30平成23年12月31日 平成24年３月30日

　

当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

１  発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

  普通株式 132,960,000 ― ― 132,960,000

合計 132,960,000 ― ― 132,960,000

自己株式 　 　 　 　

  普通株式 703 ― ― 703

合計 703 ― ― 703
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２  新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    該当事項はありません。
　

３  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年３月29日
定時株主総会

普通株式 3,988 30平成23年12月31日 平成24年３月30日

　

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年３月19日
定時株主総会

普通株式 3,988利益剰余金 30平成24年12月31日 平成25年３月21日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

現金及び預金 28,433百万円 50,950百万円

有価証券 33,697百万円 21,197百万円

現金及び現金同等物 62,130百万円 72,148百万円

　

  ２  重要な非資金取引の内容

(1) ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

ファイナンス・リース取引に係る
資産及び債務の額

1,648百万円 1,616百万円

　

(2) 重要な資産除去債務の額は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

重要な資産除去債務の計上額 4,994百万円 667百万円
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(リース取引関係)

１  ファイナンス・リース取引(借主側)

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

  ①  リース資産の内容

      有形固定資産

ハンバーガーレストラン事業における生産設備(「機械及び装置」、「工具、器具及び備品」)であり

ます。

  ②  リース資産の減価償却の方法

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項３  会計処理基準に関する事項  (2)重要な減価

償却資産の減価償却の方法 ③リース資産」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 1,589 1,189 4 399

工具、器具及び備品 27 24 0 3

合計 1,617 1,214 5 402

　
　 (単位：百万円)

　

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額

機械及び装置 895 754 3 137

工具、器具及び備品 5 5 ― 0

合計 901 759 3 137

    (2) 未経過リース料期末残高相当額等

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

　未経過リース料期末残高相当額 　 　

１年内 238 114

１年超 189 34

合計 428 148

　リース資産減損勘定の残高 1 0
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(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

支払リース料 354 234

リース資産減損勘定の
取崩額

2 1

減価償却費相当額 324 212

支払利息相当額 18 8

減損損失 0 ―

    (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

    (5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

　

２  オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

１年内 1,107 2,761

１年超 5,389 8,924

合計 6,496 11,686
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に関する取組方針

当社グループは、資金運用については余剰資金を事業に投資するまでの待機資金と位置づけて、短

期的でリスクの比較的低い金融商品に限定して運用を行っております。また、資金調達につきまして

は、関係会社からの借入及び金融機関からの借入により資金を調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクまたは取引先の信用リスクに晒されております。当該

リスクに関しては、当社の与信管理規程及びフランチャイズ債権管理規程に従い、取引先ごとの期日

管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制をとっております。

有価証券は、格付けの高い企業のコマーシャルペーパーや国債など安全性と流動性の高い金融商

品であります。

投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格のない株式であります。そ

のため市場価格の変動におけるリスクは僅少です。

敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約に係る敷金であり、賃貸人の信用リスクに晒されており

ます。当該リスクに関しては、当社の債権管理規程に従い、賃貸人ごとの残高管理を行うとともに、主

な賃貸人の信用状況を把握する体制をとっております。

営業債務である買掛金及び未払金の支払期日は、そのほとんどが一年以内であります。

長期借入金は、その他の関係会社からの資金調達であり、これは主に設備投資に係る資金調達であ

ります。金利変動のリスクを回避するため、固定金利としております。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に、設備投資に必要な資金の調達を目的とした

ものであり、償還日は連結決算日から最長６年後であります。

　

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含まれております。当該

価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより当該

価格が変動することがあります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。また、当連結会計年度末にお

いては、デリバティブ取引残高がないため、時価等に関する事項の開示は行っておりません。

  前連結会計年度(平成23年12月31日)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 28,433 28,433 ―

(2) 売掛金 10,267　 　

 　 貸倒引当金  ＊１ △12　 　

　 10,254 10,254 ―

(3) 有価証券 33,697 33,697 ―

(4) 敷金及び保証金 52,118　 　

    貸倒引当金  ＊２ △634　 　

　 51,484 44,078 △7,405

    資産計 123,870 116,464 △7,405

(5) 未払金 19,071 19,071 ―

    負債計 19,071 19,071 ―

(＊１)  売掛金に対する一般貸倒引当金を控除しております。 

(＊２） 敷金及び保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　

  当連結会計年度(平成24年12月31日)

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 50,950 50,950 ―

(2) 売掛金 9,794　 　

 　 貸倒引当金  ＊１ △9　 　

　 9,784 9,784 ―

(3) 有価証券 21,197 21,197 ―

(4) 敷金及び保証金 49,426　 　

    貸倒引当金  ＊２ △454　 　

　 48,971 44,566 △4,405

    資産計 130,905 126,499 △4,405

(5) 未払金 18,476 18,476 ―

    負債計 18,476 18,476 ―

(＊１)  売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(＊２） 敷金及び保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(注１)  金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項  
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資産

(1) 現金及び預金

(2) 売掛金

　　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によって

おります。

(3) 有価証券

有価証券は、コマーシャルペーパー等の公社債などいずれも短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 敷金及び保証金

これらの時価の算定については、一定期間ごとに分類し、その将来のキャッシュ・フローを国債利回り等適切

な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債

(5) 未払金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっ

ております。

　(注２)  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結対貸借対照表計上額

　 　 (単位：百万円)

区分
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

投資有価証券
（非上場株式）

56 56

これらについては、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示を行ってお

りません。

　

３  金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

  前連結会計年度(平成23年12月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 28,433 ― ― ―

売掛金 10,267 ― ― ―

有価証券 33,697 ― ― ―

敷金及び保証金 1,185 2,358 1,827 46,747

合計 73,584 2,358 1,827 46,747

　

  当連結会計年度(平成24年12月31日)

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 50,950 ― ― ―

売掛金 9,794 ― ― ―

有価証券 21,197 ― ― ―

敷金及び保証金 709 2,603 2,290 43,822

合計 82,651 2,603 2,290 43,822

　

次へ
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(有価証券関係)

 満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成23年12月31日現在)

　 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 4,997 4,997 ―

(3) その他 28,700 28,700 ―

小計 33,697 33,697 ―

合計 33,697 33,697 ―

　

当連結会計年度(平成24年12月31日現在)

　 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1) 国債・地方債等 ― ― ―

(2) 社債 2,997 2,997 ―

(3) その他 18,200 18,200 ―

小計 21,197 21,197 ―

合計 21,197 21,197 ―

　

(デリバティブ関係)

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１  採用している退職給付制度の概要

連結子会社は、確定給付型の制度として、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用して

いるほか、確定給付企業年金制度を採用しております。

２  退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

(1) 退職給付債務(百万円) △14,679 △13,888

(2) 年金資産残高(百万円) 14,801 15,044

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)(百万円) 121 1,156

(4) 未認識数理計算上の差異(百万円) 4,016 1,985

(5) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)
    (百万円)

4,138 3,142

(6) 前払年金費用(百万円) 5,865 4,938

(7) 退職給付引当金(5)－(6)(百万円) △1,727 △1,796

　

３  退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

(1) 勤務費用(百万円) 1,250 1,109

(2) 利息費用(百万円) 96 117

(3) 期待運用収益(百万円) △237 △222

(4) 数理計算上の差異費用処理額(百万円) △211 1,241

(5) 小計(百万円) 897 2,246

(6) 割増退職金(百万円) 685 105

(7) 退職給付費用合計(百万円) 1,582 2,351

　

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

    (1) 割引率

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

0.8％ 0.8％

　

    (2) 期待運用収益率

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

1.5％ 1.5％

　

      (3) 退職給付見込額の期間配分方法

          期間定額基準
　

      (4) 数理計算上の差異の処理年数

          ６年
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
　

(税効果会計関係)

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

繰延税金資産 　 　 　 　

未払事業税等 　 723百万円 　 475百万円

賞与引当金 　 908百万円 　 319百万円

役員退職慰労引当金 　 70百万円 　 78百万円

貸倒引当金限度超過額 　 287百万円 　 219百万円

退職給付引当金 　 938百万円 　 965百万円

食品材料廃棄損及び貯蔵品廃棄損 　 13百万円 　 ― 百万円

減価償却費 　 184百万円 　 135百万円

減損損失 　 294百万円 　 350百万円

資産除去債務 　 1,740百万円 　 1,722百万円

その他 　 825百万円 　 1,228百万円

繰延税金資産小計 　 5,987百万円 　 5,495百万円

評価性引当額 　 △193百万円 　 △206百万円

計 　 5,793百万円 　 5,288百万円

繰延税金負債 　 　 　 　 　 　

長期前払費用 　 △2,177百万円 　 △1,833百万円

資産除去債務に対応する除去費用 　 △629百万円 　 △536百万円

その他 　 △174百万円 　 △126百万円

計 　 △2,981百万円 　 △2,496百万円

繰延税金資産の純額 　 2,812百万円 　 2,792百万円

  上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

繰延税金資産 　 　 　 　 　 　

土地再評価に係る繰延税金資産 　 2,058百万円 　 2,058百万円

評価性引当額 　 △2,058百万円 　 △2,058百万円

計 　 ― 百万円 　 ― 百万円

繰延税金負債 　 　 　 　 　 　

土地再評価に係る繰延税金負債 　 △476百万円 　 △413百万円

計 　 △476百万円 　 △413百万円

繰延税金負債の純額 　 △476百万円 　 △413百万円

　

EDINET提出書類

日本マクドナルドホールディングス株式会社(E03366)

有価証券報告書

60/88



　

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度
(平成24年12月31日)

法定実効税率 － 　 40.69％

（調整） 　 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 － 　 0.41％

住民税均等割 － 　 0.17％

当連結会計年度に発生した一時差異の解
消年度との税率差異

－ 　 0.62％

連結子会社との税率差異 － 　 1.31％

その他 － 　 △0.18％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 － 　 43.02％

(注)前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定

実効税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。　
　

３  法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

(前連結会計年度)

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の

確保に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日

以降に開始する連結会計年度から法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、従来の40.69％から、35.64％に段階的に変更さ

れます。

この税率変更により、繰延税金資産が83百万円減少し、法人税等調整額が83百万円増加しておりま

す。
　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

　　　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　　(1)　当該資産除去債務の概要

事業用店舗等の建物に関する不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務であります。

　　(2)　当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積りにあたり、支出までの使用見込期間は不動産賃貸借契約の契約期間　　　等

によっており、５年～50年であります。また、割引率は0.35％～2.066％を使用しております。

　　　(3)　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

当連結会計年度において、翌連結会計年度に戦略的閉店を実施する店舗における除去費用が、当

初見積額を超過すると見込まれるため、変更前の資産除去債務残高に487百万円加算しております。

資産除去債務残高の推移は以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

期首残高(注) 4,795百万円 4,776百万円

有形固定資産取得に伴う増加額 199百万円 180百万円

時の経過による調整額 80百万円 78百万円

資産除去債務の履行による減少額 △104百万円 △150百万円

戦略的閉店に伴う閉店店舗に関す
る見積りの変更による増加額

―百万円 487百万円

その他の増減額(△は減少) △194百万円 △658百万円

期末残高 4,776百万円 4,715百万円

(注)  前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用し

たことによる期首時点における残高であります。
　

(賃貸等不動産関係)

当社及び一部の子会社では、神奈川県、埼玉県及びその他の地域において店舗及び店舗用設備を賃貸し

ております。

平成24年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は735百万円（賃貸収入は売上高、賃貸費

用は売上原価に計上）、店舗閉鎖損失は166百万円（特別損失に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は下記のとおりであります。
（単位：百万円）

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 ― 13,465

期中増減額 ― 7,304

期末残高 ― 20,770

期末時価 ― 17,342

（注）１連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

あります。

２期中増減額のうち、当連結会計年度の主な増加は、店舗及び店舗用設備を貸与したためであり

ます。

３期末の時価は、企業会計基準適用指針第23号「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準

の適用指針」第33項に基づき、土地については主として「固定資産税評価額」に基づいて自社

で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）、建物等の償却性資産について

は適正な帳簿価額をもって時価とみなしております。

４前連結会計年度については、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいことから、注記を省略して

おります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社グループの事業は、ハンバーガーレストラン事業単一であるため、セグメント情報の記載を省略し

ております。

　

【関連情報】

前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　１  製品及びサービスごとの情報

ハンバーガーレストラン事業における直営店舗売上高、フランチャイズ収入及びその他売上高の金

額は、それぞれ2,269億72百万円、747億60百万円及び６億６百万円であります。なお、フランチャイズ収

入には、フランチャイズ契約に伴う店舗運営事業の売却益26億８百万円が含まれております。当該フラ

ンチャイジーへの売却価額は売却対象の店舗運営事業が将来生み出すと期待されるキャッシュ・フ

ローに基づき算定されており、買い手であるフランチャイジーと合意された金額であります。

　２  地域ごとの情報

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がなく、かつ海外売上高及び有形固定資産もないた

め、記載を省略しております。

　３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載

を省略しております。

　

当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

　１  製品及びサービスごとの情報

ハンバーガーレストラン事業における直営店舗売上高、フランチャイズ収入及びその他売上高の金

額は、それぞれ2,149億68百万円、791億51百万円及び５億90百万円であります。なお、フランチャイズ収

入には、フランチャイズ契約に伴う店舗運営事業の売却益43億20百万円が含まれております。当該フラ

ンチャイジーへの売却価額は売却対象の店舗運営事業が将来生み出すと期待されるキャッシュ・フ

ローに基づき算定されており、買い手であるフランチャイジーと合意された金額であります。

　２  地域ごとの情報

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がなく、かつ海外売上高及び有形固定資産もないた

め、記載を省略しております。

　３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載

を省略しております。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しています。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しています。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当社グループは単一セグメントであるため、記載を省略しています。
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【関連当事者情報】

  関連当事者との取引

  (1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

      連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の

関係会社

マクドナル

ド・レスト

ラン・オペ

レーション

ズ・インク

米国デラ

ウエア州
3千米ドル持株会社

被所有

直接  10.12

間接  39.87

役員の兼任

資金の借入 ― 長期借入金 500

利息の支払 8未払利息 68

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

マクドナルド・レストラン・オペレーションズ・インクからの借入金の金利につきましては、市場金利を参考に

した利率としております。

　

当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の

関係会社

マクドナル

ド・レスト

ラン・オペ

レーション

ズ・インク

米国デラ

ウエア州
3千米ドル持株会社

被所有

間接  49.99
役員の兼任 資金の借入 ― 長期借入金 500

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

マクドナルド・レストラン・オペレーションズ・インクからの借入金の金利につきましては、市場金利を参考に

した利率としております。
　

  (2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

      連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の

関係会社

の親会社

マクドナル

ド・コーポ

レーション

米国イリ

ノイ州

16.6百万

米ドル

ハンバー
ガーレスト
ランチェー
ン

被所有
間接  49.99

ライセンス

契約に基づ

くライセン

ス許諾

役員の兼任

ロ イ ヤ ル
ティー

16,052

未払金 8,556

その他支出 1,937

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 当社の連結子会社であります日本マクドナルド㈱はマクドナルド・コーポレーションとライセンス契約を

締結しており、その契約に基づきシステムワイドセールス(直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高)の

3.0％をロイヤルティーとして支払っております。

(2) その他支出につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。
　

当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の

関係会社

の親会社

マクドナル

ド・コーポ

レーション

米国イリ

ノイ州

16.6百万

米ドル

ハンバー
ガーレスト
ランチェー
ン

被所有
間接  49.99

ライセンス

契約に基づ

くライセン

ス許諾

ロ イ ヤ ル

ティー
15,894未払金 8,354

(注)  取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 当社の連結子会社であります日本マクドナルド㈱はマクドナルド・コーポレーションとライセンス契約を

締結しており、その契約に基づきシステムワイドセールス(直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高)の

3.0％をロイヤルティーとして支払っております。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり純資産額 1,215.64円１株当たり純資産額 1,282.89円

１株当たり当期純利益金額 100.02円１株当たり当期純利益金額 96.80円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

(注)  １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
前連結会計年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

当期純利益(百万円) 13,298 12,870

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 13,298 12,870

期中平均株式数(千株) 132,959 132,959

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 869 1,007 2.2 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

500 500 1.7 平成42年12月

リース債務(１年以内の返済予定
のものを除く。)

3,180 3,210 2.1
平成26年 1月-
平成31年12月

その他有利子負債 ― ― ― ―

計 4,550 4,718 ― ―

(注) １  平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２  長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額

は以下のとおりであります。
　

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 ― ― ― ―

リース債務 1,010 960 717 361

　

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されて
いるため、資産除去債務明細表の記載を省略しております。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高(百万円) 77,201 146,366 220,786 294,710

税金等調整前四半期(当期)
純利益金額(百万円)

7,447 12,191 17,546 22,604

四半期(当期)純利益金額
(百万円)

4,282 7,018 10,044 12,870

１株当たり四半期(当期)
純利益金額(円)

32.21 52.78 75.54 96.80

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額
(円)

32.21 20.58 22.76 21.26
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,817 36,434

売掛金 ※3
 5,497

※3
 5,046

有価証券 33,697 21,197

前払費用 2,334 2,444

繰延税金資産 77 57

短期貸付金 ※3
 5,500

※3
 17,000

未収入金 2,468 2,838

未収還付法人税等 1,592 －

その他 15 18

流動資産合計 69,001 85,036

固定資産

有形固定資産

建物 29,124 25,309

減価償却累計額 △23,803 △21,121

建物（純額） 5,320 4,187

構築物 2,843 2,374

減価償却累計額 △2,458 △2,104

構築物（純額） 384 270

工具、器具及び備品 77 77

減価償却累計額 △77 △77

工具、器具及び備品（純額） 0 0

土地 ※4
 17,383

※4
 17,371

有形固定資産合計 ※2
 23,088

※2
 21,829

無形固定資産

借地権 718 718

ソフトウエア 7,719 4,562

電話加入権 38 37

無形固定資産合計 8,476 5,318

投資その他の資産

投資有価証券 56 56

関係会社株式 1,029 1,029

長期貸付金 9 9

破産更生債権等 588 407

長期前払費用 1,230 1,178

繰延税金資産 839 643

敷金及び保証金 52,110 49,417

その他 61 57

貸倒引当金 △676 △493

投資その他の資産合計 55,249 52,306

固定資産合計 86,813 79,454

資産合計 155,815 164,490
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 584 524

未払金 ※3
 4,674

※3
 4,422

未払費用 412 126

未払法人税等 90 100

災害損失引当金 22 1

その他 98 95

流動負債合計 5,883 5,271

固定負債

関係会社長期借入金 500 500

再評価に係る繰延税金負債 476 413

役員賞与引当金 21 107

役員退職慰労引当金 95 101

資産除去債務 2,163 1,875

長期預り保証金 141 225

その他 68 76

固定負債合計 3,466 3,300

負債合計 9,349 8,572

純資産の部

株主資本

資本金 24,113 24,113

資本剰余金

資本準備金 42,124 42,124

資本剰余金合計 42,124 42,124

利益剰余金

利益準備金 253 253

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 85,058 94,458

利益剰余金合計 85,311 94,711

自己株式 △1 △1

株主資本合計 151,548 160,948

評価・換算差額等

土地再評価差額金 ※4
 △5,082

※4
 △5,029

評価・換算差額等合計 △5,082 △5,029

純資産合計 146,465 155,918

負債純資産合計 155,815 164,490
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高

不動産賃貸収入 ※2
 53,222

※2
 51,902

関係会社受取配当金 ※2
 8,000

※2
 13,000

売上高合計 61,222 64,902

売上原価

不動産賃貸原価 49,986 49,412

売上原価合計 49,986 49,412

売上総利益 11,236 15,489

販売費及び一般管理費 ※1
 3,152

※1
 2,685

営業利益 8,083 12,803

営業外収益

受取利息 ※2
 386

※2
 477

経営指導料 ※2
 252

※2
 207

受取補償金 39 10

貸倒引当金戻入額 － 27

その他 120 193

営業外収益合計 799 915

営業外費用

支払利息 8 8

店舗用固定資産除却損 15 19

賃貸契約解約違約金 67 －

その他 18 1

営業外費用合計 110 29

経常利益 8,773 13,689

特別利益

貸倒引当金戻入額 22 －

移転補償金 29 －

違約金収入 2,333 －

特別利益合計 2,385 －

特別損失

固定資産除却損 28 12

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,618 －

災害損失引当金繰入額 22 －

災害による損失 108 －

子会社清算損 22 －

特別損失合計 1,799 12

税引前当期純利益 9,358 13,677

法人税、住民税及び事業税 36 81

法人税等調整額 600 213

法人税等合計 637 294

当期純利益 8,721 13,382
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【売上原価明細書】

　

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

区分 金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

支払賃借料 44,961 89.9 44,975 91.0

減価償却費 5,024 10.1 4,437 9.0

売上原価 49,986100.0 49,412100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 24,113 24,113

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 24,113 24,113

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 42,124 42,124

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 42,124 42,124

資本剰余金合計

当期首残高 42,124 42,124

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 42,124 42,124

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 253 253

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 253 253

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 80,279 85,058

当期変動額

剰余金の配当 △3,988 △3,988

当期純利益 8,721 13,382

土地再評価差額金の取崩 46 5

当期変動額合計 4,779 9,399

当期末残高 85,058 94,458

利益剰余金合計

当期首残高 80,532 85,311

当期変動額

剰余金の配当 △3,988 △3,988

当期純利益 8,721 13,382

土地再評価差額金の取崩 46 5

当期変動額合計 4,779 9,399

当期末残高 85,311 94,711
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

自己株式

当期首残高 △1 △1

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △1 △1

株主資本合計

当期首残高 146,769 151,548

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

剰余金の配当 △3,988 △3,988

当期純利益 8,721 13,382

土地再評価差額金の取崩 46 5

当期変動額合計 4,779 9,399

当期末残高 151,548 160,948

評価・換算差額等

土地再評価差額金

当期首残高 △5,035 △5,082

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 △46 △5

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 59

当期変動額合計 △46 53

当期末残高 △5,082 △5,029

評価・換算差額等合計

当期首残高 △5,035 △5,082

当期変動額

土地再評価差額金の取崩 △46 △5

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 59

当期変動額合計 △46 53

当期末残高 △5,082 △5,029

純資産合計

当期首残高 141,733 146,465

当期変動額

剰余金の配当 △3,988 △3,988

当期純利益 8,721 13,382

自己株式の取得 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 59

当期変動額合計 4,732 9,452

当期末残高 146,465 155,918
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【重要な会計方針】

１  有価証券の評価基準及び評価方法

  (1) 満期保有目的の債券

      償却原価法(定額法)

  (2) 子会社株式

      総平均法による原価法

  (3) その他有価証券

      時価のないもの

        総平均法による原価法
　

２  固定資産の減価償却の方法

  (1) 有形固定資産(リース資産除く)

      定額法

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

        建物                  ２年～40年

        構築物                ２年～50年

        工具、器具及び備品    ２年～20年

  (2) 無形固定資産(リース資産除く)

      定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

  (3) 長期前払費用

      定額法
　

３  引当金の計上基準

  (1) 貸倒引当金

金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

  (2) 災害損失引当金

震災により、今後発生すると見込まれる損失について、合理的に見積もられる損失額を災害損失引当金

として計上しております。

  (3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

また、株価連動型賞与を導入しており、賞与の支給額は当社の株価に連動して算定されるため、付与日か

ら支給日までの間の各決算日時点における公正価値をオプション評価モデル（ブラックショールズモデ

ル）を用いて算定し、権利確定期間の期日到来割合を乗じた金額を引当金として計上しております。な

お、市場条件以外の業績条件は反映しておりません。

  (4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しております。

４  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

    消費税等の処理方法

    消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
　

【追加情報】

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しておりま

す。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

  １  偶発債務

日本トイザらス株式会社の金融機関からの借入に対して保証を行っております。

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

　 248百万円 104百万円

　

※２  保険差益による有形固定資産の圧縮額及び収用による有形固定資産の圧縮額は以下のとおりでありま

す。

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

保険差益による有形固定資産の圧縮額 58百万円 58百万円

収用による有形固定資産の圧縮額 69百万円 69百万円

　

※３  関係会社に係る注記

 区分掲記されているもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する資産及び負債は、次のとおり

であります。

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

売掛金 5,497百万円 5,046百万円

短期貸付金 5,500百万円 17,000百万円

未払金 68百万円 64百万円

　

※４  土地再評価

「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)」に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

      再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号」に定める

固定資産税評価額に基づき合理的な調整を行い算出しております。

再評価を行った年月日      平成13年12月31日

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

再評価を行った土地の期末におけ
る時価と再評価後の帳簿価額との
差額

△3,993百万円 △4,707百万円
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(損益計算書関係)

※１  当事業年度におきましては販売費に属する費用は発生しておりません。一般管理費に属する費用の内、

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

株主優待関連費用 1,162百万円 957百万円

外部委託費 788 763

上場管理費用 398 355

役員報酬 396 261

役員賞与引当金繰入額 21 86

役員退職慰労引当金繰入額 12 14

　

※２  関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

不動産賃貸収入 53,072百万円 51,754百万円

関係会社受取配当金 8,000百万円 13,000百万円

経営指導料 252百万円 207百万円

受取利息 182百万円 207百万円

　

(株主資本等変動計算書関係)

　前事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

普通株式(注) 702 1 ― 703

合計 702 1 ― 703

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加１株は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

　当事業年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当事業年度期首

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当事業年度末
(株)

普通株式 703 ― ― 703

合計 703 ― ― 703

　

(リース取引関係)

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　 　 (単位：百万円)

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

１年内 1,107 2,761

１年超 5,389 8,924

合計 6,496 11,686
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(有価証券関係)

前事業年度(平成23年12月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額  子会社株式1,029百万円)は、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、時価を記載しておりません。

　

当事業年度(平成24年12月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額  子会社株式1,029百万円)は、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、時価を記載しておりません。

　

(税効果会計関係)

　１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

繰延税金資産 　 　 　 　

未払事業税等 　 31百万円 　 28百万円

役員退職慰労引当金 　 34百万円 　 38百万円

貸倒引当金限度超過額 　 242百万円 　 179百万円

減価償却費 　 77百万円 　 8百万円

資産除去債務 　 771百万円 　 668百万円

その他 　 197百万円 　 182百万円

繰延税金資産小計 　 1,353百万円 　 1,106百万円

　評価性引当額 　 △157百万円 　 △166百万円

　繰延税金資産計 　 1,196百万円 　 939百万円

繰延税金負債 　 　 　 　 　 　

    資産除去債務に対応する除去費用 　 △203百万円 　 △155百万円

その他 　 △76百万円 　 △83百万円

繰延税金負債計 　 △279百万円 　 △239百万円

繰延税金資産の純額 　 917百万円 　 700百万円

  上記のほか、「再評価に係る繰延税金負債」として計上している土地の再評価に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債の内訳は次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

繰延税金資産 　 　 　 　 　 　

土地再評価に係る繰延税金資産 　 2,058百万円 　 2,058百万円

評価性引当額 　 △2,058百万円 　 △2,058百万円

計 　 ― 百万円 　 ― 百万円

繰延税金負債 　 　 　 　 　 　

土地再評価に係る繰延税金負債 　 △476百万円 　 △413百万円

計 　 △476百万円 　 △413百万円

繰延税金負債の純額 　 △476百万円 　 △413百万円
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　２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

法定実効税率 40.69％ 40.69％

  (調整) 　 　

  受取配当金 △35.29％ △38.68％

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.50％ 0.20％

  住民税均等割額 0.10％ 0.07％

  その他 0.81％ △0.13％

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.81％ 2.15％

　

　３  法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

      (前事業年度)

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平

成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以降

に開始する事業年度から法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用される法定実効税率は、従来の40.69％から、35.64％に段階的に変更されます。

この税率変更により、繰延税金資産が108百万円減少し、法人税等調整額が108百万円増加しておりま

す。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの　

(１)　当該資産除去債務の概要

　事業用店舗等の建物に関する不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務であります。

(２)　当該資産除去債務の金額の算定方法

　資産除去債務の見積りにあたり、支出までの使用見込期間は不動産賃貸借契約の契約期間等に

よっており、５年～31年であります。また、割引率は0.35％～1.998％を使用しております。

(３)　当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

期首残高（注） 2,302百万円 2,163百万円

時の経過による調整額 38百万円 35百万円

資産除去債務の履行による減少額 △89百万円 △96百万円

その他の増減額（△は減少） △86百万円 △228百万円

期末残高 2,163百万円 1,875百万円

（注）前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用し

たことによる期首時点における残高であります。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり純資産額 1,101.58円１株当たり純資産額 1,172.68円

１株当たり当期純利益金額 65.59円１株当たり当期純利益金額 100.65円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

(注)  １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

当期純利益(百万円) 8,721 13,382

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 8,721 13,382

期中平均株式数(千株) 132,959 132,959

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【債券】

銘柄
券面総額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

有価証券
満期保有目的
の債券

(ＣＰ) 　 　

㈱オリエントコーポレーション　短
期社債

3,000 2,997

(譲渡性預金) 　 　

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,500 2,500

大阪府信用農業協同組合連合会 6,000 6,000

(信託受益権) 　 　

合同運用指定金銭信託(運用先明示
・ＡＢＬ型)

3,200 3,200

指定金銭信託(合同・流動化商品マ
ザー口)

4,500 4,500

リース債権・割賦債権信託 2,000 2,000

計 21,200 21,197

　

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券
その他
有価証券

新関西国際空港㈱ 1,100 55

ユーコン商事㈱ 2,000 1

財形住宅金融㈱ 3 0

計 3,103 56
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

建物 29,124 ― 3,81525,30921,121 689 4,187

構築物 2,843 ― 468 2,374 2,104 54 270

工具、器具及び備品 77 ― ― 77 77 0 0

土地 17,383 ― 11 17,371 ― ― 17,371

有形固定資産計 49,428 ― 4,29545,13223,303 744 21,829

借地権 718 ― ― 718 ― ― 718

ソフトウエア 22,219 792 138 22,87218,3093,684 4,562

電話加入権 38 0 2 37 ― ― 37

無形固定資産計 22,976 792 140 23,62818,3093,684 5,318

長期前払費用 1,627 158 201 1,584 406 30 1,178

(注)　１　建物及び構築物の主な減少理由は、フランチャイジーへの店舗運営事業の売却によるものであります。

　     ２　長期前払費用のうち、長期前払賃借料等の期間配分にかかるものについては、減価償却資産と性格が異なるた

め、当期の費用処理額は当期償却額欄ではなく当期減少額欄に含めており、当期末償却累計欄は使用してお

りません。

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 676 0 154 27 493

災害損失引当金 22 ― ― 21 1

役員賞与引当金 21 86 ― ― 107

役員退職慰労引当金 95 14 7 ― 101

(注) １  貸倒引当金の当期減少額(その他)のうち、26百万円は貸倒懸念債権の回収に伴う戻入であり、１百万円は貸 倒

懸念債権の回収可能性の検討による引当金の修正に伴う戻入によるものであります。

　  ２　災害損失引当金の当期減少額（その他）は、戻入によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  流動資産

イ  現金及び預金

区分 金額(百万円)

預金 　

  当座預金 801

  普通預金 14,133

  定期預金 21,500

合計 36,434

　

ロ  売掛金

相手別内訳

相手先 金額(百万円)

日本マクドナルド株式会社 5,046

合計 5,046

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

5,497 68,325 68,776 5,046 93.2 28.2

(注)  当期発生高には消費税等が含まれております。

　

ハ  短期貸付金

相手別内訳

相手先 金額(百万円)

日本マクドナルド株式会社 17,000

合計 17,000
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②  固定資産

敷金及び保証金

区分 金額(百万円)

店舗 48,521

本社本部 756

社宅 140

合計 49,417

　

③  流動負債

買掛金

相手先 金額(百万円)

株式会社エビス 26

株式会社ノトヤ 11

成田国際空港株式会社 7

小田急電鉄株式会社 6

イオンタウン株式会社 5

その他 466

合計 524

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日
12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

  取扱場所
(特別口座)
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

  株主名簿管理人
(特別口座)
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

  取次所 ―――――

  買取手数料 無料

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL  http://www.mcd-holdings.co.jp/ 

株主に対する特典

毎年６月30日、12月31日現在の100株以上保有している株主に対し、マクドナルドで利
用できる「優待食事券」を以下の基準により贈呈する。
(1) 贈呈基準(所有株式数により以下のとおり優待食事券を贈呈する)
①  株式100株・200株保有株主    優待食事券１冊
②  株式300株・400株保有株主    優待食事券３冊
③  株式500株以上保有株主       優待食事券５冊

(2) 利用方法
    優待食事券は、「バーガー類・サイドメニュー・お飲み物」３種類の商品の無料
引換券が１枚となったシートが６枚で１冊となっており、１つの無料引換券につき
１つの希望商品と引換える。

(3) 有効期限
    ６月30日権利確定分→到着後翌年３月31日まで有効
    12月31日権利確定分→到着後同年９月30日まで有効
(4) 取扱場所
    日本国内の全てのマクドナルド店舗

(注)  当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じて

募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度  第41期(自平成23年１月１日  至平成23年12月31日)平成24年３月30日関東財務局長に提出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成24年３月30日関東財務局長に提出。

　

(3) 四半期報告書及び確認書

(第42期第１四半期)(自平成24年１月１日  至平成24年３月31日)平成24年５月11日関東財務局長に提

出。

(第42期第２四半期)(自平成24年４月１日  至平成24年６月30日)平成24年８月８日関東財務局長に提

出。

(第42期第３四半期)(自平成24年７月１日  至平成24年９月30日)平成24年11月５日関東財務局長に提

出。

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

を平成24年12月27日に関東財務局長に提出。

　

(5) 有価証訂正券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度  第41期(自平成23年１月１日  至平成23年12月31日)平成24年４月３日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年３月18日

日本マクドナルドホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮    入    正    幸    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    北　　澄　　裕　　和    ㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本マクドナルドホールディングス株式会社の平成２４年１月１日から平成２４年１２月

３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算

書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本マクドナルドホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本マクドナル

ドホールディングス株式会社の平成２４年１２月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、日本マクドナルドホールディングス株式会社が平成２４年１２月３１日現在の財務報告に

係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しています。

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成25年３月18日

日本マクドナルドホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮    入    正    幸    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    北　　澄　　裕　　和    ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本マクドナルドホールディングス株式会社の平成２４年１月１日から平成２４年１２月

３１日までの第４２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要

な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本マクドナルドホールディングス株式会社の平成２４年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しています。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

日本マクドナルドホールディングス株式会社(E03366)

有価証券報告書

88/88


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)所有者別状況
	(7)大株主の状況
	(8)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(9)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの状況
	(2)監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資産除去債務明細表


	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	売上原価明細書

	③株主資本等変動計算書
	重要な会計方針
	追加情報
	注記事項

	④附属明細表
	有価証券明細表
	債券
	株式
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

